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当財団の昭和45年 度事業計画および収支予

算が,去 る3月19日 開催の理事会の議決を経

て,主 務大臣の承認を受け,決 定 された。予

算総額は12億7千 万円,事 業計画の概要はつ

ぎのとお りである。

∫ll)1)ECジ ャ ー ナル

1.情 報処理に関す る調査お よび研究開発

(1)情 報処理および情報処理産業の実態調査

Aわ が国における情報処理産業の実態と展望に関す

る調査

わが国における情報処理サービス業および情報提供サ

ービス業のサービスの内容,料 金体系,技 術 レベル,運

営形態等の調査を行なう。また,ソ フトウエアに関する

需要構造 とサービスの今後の可能性について調査する。

Bわ が国における産業別の情報化進展に関する調査

(NISの ビジ ョン調査)

産業別NIS形 成の進展,企 業内MISと 産業別NI

Sと の関連,産 業別情報化 と企業のグループ化および業

界内の体制変化等の具体的な問題点について,鉄 鋼,化

学,銀 行等,10種 のモデル産業を選定して調査する。

C海 外における情報処理および情報処理産業の実態

調査

海外における情報処理および情報処理産業に関する文

献,資 料等を収集,分 析するとともに,海 外諸国のコン

ピュータ利用 と情報化の実態,問 題点等を調査するため

米国および欧州に実態調査団を派遣する。

D情 報処理システムの動向調査

オンライン・ネットワークを対象にネットワーク ・シ

ステムの仕様,適 用業務,シ ステムの運用等について内

外の動向を調査する。なお,こ の うちソフ トウエアの問

題については米国に調査員を派遣する。

E情 報処理の需要動向調査.

前年度に引 きつづ き,MIS形 成の問題点把握のため

企業におけるニーズ と情報の種類,情 報処理システムに

ついて,そ の需要の動向をケーススタデ ィによ り調査す

る。'

Fソ フ トウエアの汎用化技術の調査研究

ソフ トウエアの開発 と情報処理の効率化のため,汎 用

化が可能なソフ トウエアの種類,汎 用性の範囲,構 造等

を調査,研 究 し,汎 用 ソフ トウエア開発の技術的指針 と

する。

G情 報化の進展の経済社会に与える影響調査

経済企画庁より社会経済の情報化に対応する企業内の
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職 制,組 織 等 の 影 響,ト ップ の 意思 決 定 と ミ ドル の役 割

りの変 化,情 報化 の 進 展 に と もな う人'}[計 画 の あ リノ∫等

に つ い て の調 査 を受 託 す る、、

H情 報 処 理 お よび 情 報 処理 産 業 に 関 す る基 礎 資料 の

整 備

情 報処 理 に 関 す る技 術 の進 歩,経 営 情 報 シ ス テ ムの 展

開 お よび情 報 処 理 産 業 の 動 向等 を把 握 す るた め の基 礎 資

料 を収 集 整 備 す る。

(2)情 報処 理 方 式 お よ び ソ フ トウエ アの 研 究開 発

A遠 隔情 報 処 理 シ ス テ ムの 開 発

前 年 度 に 引 きつ づ きタ イム シ ェ ア リン グ方 式 の た めの

ソ フ トウ エ アの 拡 充 をは か る と と もに,3台 の ハ イ ス ピ

ー ド ・リモ ー トター ミナ ル を新 設 し,リ モ ー トバ ッチ 方

式 に ま るア プ リケー シ ョン ・シ ス テ ム とソ フ トウエ ア の

開 発 お よび 実 験 を開 始 す る。

な お,開 発 を効 果 的 に推 進 す る ため,米 国 に 職 員 を派

遣 して タ イ ムシ ェア リン グ ・シ ス テ 人 の技 術 的 調 査を実

施 す る。

Bデ ィス プ レ イ ・シ ス テ ム の研 究 開 発

海 外 にお け る デ ィス プ レ イ ・シ ス テ ムの ソ フ トウエ ア

の 実情 と問題 の解 決 法 を調 査 し,あ わ せ て 前年 度 に 引 き

つ づ きグ ラ フ ィッ ク ・デ ィス プ レ イ,キ ャラ ク タ ・デ ィ

ス プ レ イ,X-Yプ ロ ッ タを利 用 す る アプ リケ ー シ ョン

・プ ログ ラム を開 発 す る。

なお,調 査 に 際 して は海 外 に 職 員 を派 遣 す る。

C経 営 情報 シ ス テ ムの 研 究

前 年 度 に 引 きつ づ き,経 営 管 理 の た めの 情 報 処 理 シ ス

テ ムに 関 す る事 例研 究 と して,生 産 企 業 の マ ネ ー ジ メン

ト ・レベ ル に わ け る意 思決 定機 構 や諸 計画 の策 定機 構 を

模 型 化 す る と と もに,効 率 的 なデ ー タ ・マ ネ ー ジ メ ン ト

に つ い て研 究 す る。

(3)生 鮮 食 料 品 等 の流 通情 報 シ ス テ ムの 研 究 開 発

生 鮮 食 料 品 等 の流 通 情 報 を取 引 当事 者 に迅 速 に 提 供 す

るた めの オ ン ラ イ ンに よ る情 報 シ ス テ ム の研 究 開 発 を行

な う。

(4)プ ログ ラム ・ラ イブ ラ リーの 整 備

前 年 度 に 引 きつ づ き,プ ログ ラム登 録 の 重 要性 を広 く

周 知 し,官 公 庁,ユ ー ザ ー,研 究 所 等 の 協 力 を得 て各 種

処 理 シ ス テ ムわ よび プ ログ ラム の登 録 を受 け,登 録集 を

発行する。

(5)日 本万国博における情報処理システムの運営

日本万国博に方ける第2↑ll∫報処理システム(各 種収入

部門別計算システム,営 業賦課金計算システム,資 産フ

ァイル作成システム,職 員資料ファイルと給与計算シス

テノ、,各種出展ファイルと統計資料作成システノ・)の運

営を行なう。

(6)情 報処理に関する開発受託

A官 公庁よ りの開発受託

工業技術院より人事管理 ・統計,中 小企業庁より販売

管理,お よび通商産業省企業局 より工業立地に関するシ

ステ。の臓 わよびぷ カ グ・・の作成汲 託す・。 ●

B日 本電信電話公社よ りの開発受託

前年度に引 きつづきフローチャー ト自動作成プログラ

ムの開発を継続 して受託する。

2.情 報処理技術者 の養成

(1)情 報処理技術者認定制度に関する調査および広報

情報処理技術者認定制度および試験結果に対する各界

の意見を調査するとともに広 く同制度の周知をはかる。

(2)初 級情報処理技術者育成指針の作成

前年度に完成した上級情報処理技術者育成指針につづ

き,ジ ュニア ・プログラマー等,初 級情報処理技術者育

成のための指針を作成する。

(3)短 期講習会の開催

広 く一般の初心者を対象にしたプログラミング,シ ス

テム設計およびアプリケーション等の短期セミナーを開

催するほか,官 公庁,団 体等の情報処理に関する内部研

修を受託する。

3.情 報処理に関す るコンサルティング等 の実施

情 報処 理 の 普及 の た め,コ ン ピュ ー タの 導入 と利 用 に

関 す る コンサ ル テ ィング等 を行 な う とと もに,現 在 ま で

に 開 発 した シ ス テ ムお よび プ ログ ラムの 応 用 と適 用 範 囲

の 拡 大 を は か る。

4.情 報処理の普及促進

2一

(1)情 報処理知識向上のためのシンポジウムの開催

前年度に引 きつづき,情 報処理知識の向上をはかる起
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め,情 報処理システム,情 報処理技術等について・・‥

ザー,学 識経験者によるシンポジウムを開催するととも

に前年度に作成 した情報処理方式 とその技術に関するパ

ンフレットをもとにスライドを作成する。

また,官 公庁,企 業の トップを対象として,情 報処理

啓蒙のための映画を作成する。

(2)情 報処理の標準化に関する調査

情報処理の普及促進のため 「データコード」ならびに

「コンピュークと通信回線とのインターフェース」に関

連する標準化の対象,標 準化の必要性と期待効果など標

準化を進めるうえに必要な項目について基礎調査を実施

する。

(3)情 報処理関係の標準化に関する実態調査

工業技術院の委託により情報処理関係全般の標準化を

体系的に実施するために必要な標準化の対象,標 準化の

必要性 と期待効果等について調査を実施する。

(4)工 業標準原案の作成

工業技術院の委託により商品および職業のデータコー

ドの工業標準原案 を作成する。

(5)情 報処理技術研修ガイ ドブ ックの出版 ・頒布

前年度の上級情報処理技術者育成指針基礎編の出版に

引 きつづ き,同 応用編および初級情報処理技術者育成指

針を出版し,企 業,学 校,研 究機関および広 く一般の利

川 に 供 す る。

(6)教 育 用 ス ラ イ ドの 頒 布

前 年 度 に 作成 した 教 育用 ス ラ イ ド"や さし い コ ボル 〉

お よびN"や さ しいFORTRAN"の 頒 布 を通 じ て プ ロ

グ ラ ノ、作 成 に 関 す る知1識の 普及 をは か る。

5.情 報処理および情報処理産業に関す る

広報活動

(1)情 報処理に関する海外への広報活動

情報処理に関す る海外 との情報交換およびわが国の情

報処理の実情を海外に紹介するためJIPDECNEWS

(英文,定 期発行)を 作成,配 布する。

(2)情 報処理に関する国内向け広報活動

情報処理に関する内外事情の速報を日的として 、情報

処理ニュース、を,ま た当財団の事業の成果をとりまと

めて各種の 、報告書、を発行するほか,当 財団の事業活

動を潤朱rlするため"JIPDECジ ャ・・一ナル。Nを発行する。

6.建 議

各界各層の衆知を集めて,わ が国の情報処理および情

報処理発展に必要な事項を検討し,こ れにもとついて政

府および関係方面に建議する。

以 上

$
情報処理技術者試験

昭和45年 度実施要領説明会 日程 一一
●

通商産業省は,昭 和45年 度情報処理技術者試験を本年11月8日 に各通商産業局所在地で実施することを決定,

その実施要領および受験手続についての説明会が,次 の日程で行なわれますのでご案内いたします。

説明餓 説 明 ・ ∋
7月櫻 躍

、りi棚市北三条西、Ｔta

羅 駕1霧 、り1山舗 本町3.3-、
7月31日 金)

午後1時 より束基部千代田区量玄関1三 ピ1
7月露 鵠

、り閣』纂舗 誌 藩総.

ぽ 畿瑠 説明日嗣
大 阪i7月踏 織 り麟1途 盟鍵 賢麹

司8月躍 躍、り鴎 溜膣 §雛 会tt,
高 松[i蟹 匿1纏 縫1£響 会盤

福 岡ls月曜磯 辺 腱 鵠 騒塞 監 一

なお,説 明会の具体的内容については,各 通商産業月商工部産業振興課にお問い合わせ下さい。

、
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万 国 博 情 報 処 理 シ ス テ ム

一 当財団が運営 を担当す る情報処理システムを中心 として一

万 国 博 の 各 パ ビ リオ ン で使 用 され て い る コ ン ピ ュー タ

は,大 小 取 り 混 ぜ て80～100台 とい わ れ て い る。 しか

㌫ ㌶ 蕊 ㌫1まi蒜:Z㌶㌻1●
本 来 の 地道 な業 務 を行 な って い る。

現 に,二,三 の パ ビ リオ ン を除 い て会 場 内 で コ ン ピュ

ー タの 姿 を見 る こ とは全 くな く,ま た,万 博協 会 自身 も

そ の使 用 の 実 態 を完 全 に肥 え て は い な い よ うで あ る。

「

「

万国博協会のコンピュータ利用

,ら ・・該

響 欝 欝ぷ
;い きぷ

艇
漣:ぷ 譜灘臨

「λ杉

泡 影 苛プ 叱瀕
蕊 やぴ

シンボルゾーン と太陽 の塔

η㌻

さ

+
㍉

へ

＼

1.お 祭 り広場における照明,音 響,ロ ボ ット等の諸

装置の自動演出制御

2.モ ノレ・・一ルの全自動運転制御,上水道の水圧,水量

バルブの運転制御,電 光案内板の操作等の工程管理

3.万 国博協会業務の運営情報を処理するための情報

処理システムにおけるコンピュータの利用

前,者 は制御用の,ン ピ。一夕を中心 とするものであ ●

るが,第3の 情 報処 理 シ ス テ ム は汎 用 の コ ン ビ=,'一'タを

中 心 とす る もの で,オ ン ラ イン に よ る リアル タ イ ム処 理

を主 とす る第1情 報 処 理 シ ス テ ム と,バ ッチ処 理 を主 と

す る第2情 報 処 理 シス テ ムに大 別 され るが,当 財 団 が担

当 して い るの は第2情 報 処 理 シ ス テ ム で,こ れ につ い て

以 下 に述 べ る こ と とす る。

第2情 報処理システム

当財団は,昭 和42年 度よりこのシステムの開発を行な

い,去 る2月 をもって完了,引 き続 き3月1日 以降万国

博協会別館に分室を設け,万 国博終了迄の間その運営に

当っている。(担 当:分 室長(当 財団技術課長)以 下42

名をもって構成)

第1情 報処理システムがオンライン・リアルタイムの

一4一
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システムであるのに対 し,第2情 報処理システムは全 く

典型的なバ ッチ処理システムで,博 覧会の運営を円滑に

行な うための資料を作成 しているが,こ れらをまとめる

と第1表 のようになる。

1.各 種出展 ファイルと統計資料作成システム

∩ 各種出展ファイルシステム

施設,営 業,催 物等で万国博に参加する国,団 体等の

台帳を作 り,そ の内容を随時必要に応じて提供する。

○ 保険資料ファイルシステム

万国博に出展,営 業等で参加する場合,強 制的に入 ら

なければならない保険,あ るいは任意に加入する保険,

ならびに協会自体が自己の財産にかける保険についての

全てをファイルし,確 認 と管理のための資料 を作 成 す

る。

○ 貨物搬入出統計資料作成システム

万国卜享会場に入 ってくる内外国の展示物品,催 し物の

ための道具,営 業物品等について,そ の数辰を伝票にょ

って把握し,そ の状況を常に最新のも0)と して統計的に

搬入,搬 出を管理するための資料等 を作成する。

○ 団体入場者予約管理システム

団体による入場申込みに対 して,団 体サービスセンタ

ーが美術館や食事場所な どの利用時刻等についての調整

を行なうに際しての参考資料を作成する。 また同時に予

約を登録し,開 催期間中は当日の行動予定表を関係各部

門に配布する。

2.職 員資料ファイルと給与計算システム

○ 協会職員人事ファイル給与計算システム

約700人 の協会職員の毎月の給与計算を行なうほか,

人事管理のための台帳,管 理資料等を作成する。

○ 臨時従業員人事 ファイル給与計算システム

平均1日 約2,500人 におよぶ臨時従業員について,協

会職員 と同様の管理を行なう。

○ 貸与物品ファイルシステム

協会から職員,臨 時従業員に貸・与するユニフォーム,

靴等の貸与物品の管理資料を作成する。

○ 入場許可証発行台帳作成システム

万国博になんらかの形で参加する外国人に対 して発行

するIDカ ー ド(ldentificationCard… …身分証明書)

の発行状況を把握するとともに,IDカ ー ドについての

第1表 第2情 報処理 システム

大 システム 名 川 シ ス テ ム 名

各種出展 フ ァイルと

統計資料作成シ スフ

ノ、

職員資料 ファイル と{臨 時従業員人事 フ ァイル給 与計算 シ

給 与計 算:シス テ ム

各種出展 ファイルシステ ム

保険資料 フ ァイルシステ ノ、

:貨 物搬入出統計資料御 成システ ノ・

i川 杁1拙 予約管理 シス テム

…協 会職 員 人iitフ ァイ ル給1}計 算 シ ス

1テ ム

iス テ ム

貸 与物 品 フ ァイル シ ス テ ム

入 場 許 可 証 発 行台 帳 作 成 シ ス テ ム

資産 フ ァイル作成シ
ス テム

営業賦課金計算 シス
テム

各 種取入 部門別言卜算

シスフ'人

資産 フ ァイ ル シ ス テ ム

営 業賦課金計 算:システ人

入場料金収入 計算 システム

団体バス駐 車場料金収入計算 システ
ム

ー・般駐 車場
,美 術館,電 気 自動11[収

入計算システム

催物収入計算システム

エキスポ ラン ド収 入計算システ ム

収入計算包括シス テム

※各種 出展 フ ァイルシステムは,さ らに施設参加,営 業参

加,催 物 参加 フ ァイル 作成 サブシステムの3つ に 分 れ

る。

各種統計資料を作成する。

3.資 産 ファイルシステム

万国博協会の保有する建物等の資産管理を能率的に行

なうために,資 産台帳の作成,異 動の記録簿の資料を作

成する。.

4.営 業賦課金計算システム

会場内における食堂,売 店等(約600店,レ ジスタ数約

700)の 毎 日の売上げ報告書を集計して,営 業参加者に

対 し売上げに応 じた賦課金(協 会への納付金)を 計算し

三連式納付伝票(売 上げ納付金請求書,売 上げ納付金振

替済通知書,売 上げ納付金領収書)を 作成するほか,種

類別に総計を出して統計資料を作成する。なお納付金は

営業者の口座か ら協会の口座へこの伝票にしたがって振

替えられる。

一5一
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5.各 種収入部門別計算システム

O入 場料金収入計算システム

会場外で販売 された もののク【己上げ計算わよび協会直売

の会場各窓口での売.ヒげについての管理を行なうための

日報,週 報,月 報等を作成する。

○ 団体バス駐車場料金収入計算システム

約1,500台 収容可能な会場付属の団体バス駐ll〔場予約

のための管理資料を作成するほか,料 金の払込み案内,

予約金の納入状況のチ ェック,請 求書の発行 等 を行 な

う。

〇 一一般駐車場,美 術館,電 気r側 車収入計算システム

いずれも[々 の現金収入について,現 金収入伝票を整

理総括して日報等を作成する。

「)催 物収入計算システム

万国博ホール,フ ェスティバル ・ホールにわける催物

に関す る現金収入について月報等を作成する。

r)エ キス;1ξラン ド収人計算システム

会場内の大遊園地エクスポラン ドには各種の遊戯施設

があるが,こ れに関する売上げ計算を行なう。運営は協

会直営 と業者委託に分れ,後 者については営業賦課金の

計 算 と同 様 の 処 理 が な され る。

O収 入 計算 包 括 シ ス テ ム

前 述 し た各 収入 計 算 の総 括 的 な と りま とめ の一 覧 表 を

作 成 す る。

以 上 の業 務 を処 理 す るコ ン ピ ュー タ はTOSBAC5400

モデ ル20で,そ の構 成 は第2表 の とお りで あ る。

第2表 第2情 報処理 システムの機器構成

中央演算処理装置

磁気 テープ装置

磁気 デ ィス クパ ック装置

カー ド読取 装置

ラ イン プ リン ク

付属機器

コア メモ リー32K語

ア ク セス ク イム3.9μs/語

5台,60KC

4台,7.38MC97.5ms

80欄 カ ー ド,900枚/分

2台,英,数,カ ナ,記 号96文 字

ユ36字/そ了,743そ 了/■」〉

カ ー ド穿 孔機IBM-029

カ ナな し6台,カ ナ つ き2台

カ ー ド検 孔機IBM--059

カ ナな し4台,カ ナつ き2台

●

づ

開 発 プ ロ グ ラ ム

官 庁 ア プ リケ ー シ ョ ン ・プ ロ グ ラ ム の 開 発

当財 団 で は,昭 和44年 度 に工 業 技術 院(政 府 電 子 計 算

機 利 用 技術 研 究 会)か ら,次 の ア プ リケ ー シ ョンプ ログ

ラム2件 を委 託 され 作 成 した。

1統 計 ジ ェネ レー タ(COST:CommonStatistics

TabulatingLanguage)

この プ ロ グ ラ ムは コ ン ピ ュ ー タ を知 らな い 一 般 の 人 が

た や す く統 計 表 を作 成 で き るよ うに設 計 し た もの で,簡

単 な プ ログ ラ ム言 語 の 方法 で,パ ラ メ ー タの 表 現 方法 が

容 易 で,応 用 性 の あ る形 式 の 統 計 表 が得 られ る よ う考 慮

され て い る。 なお,開 発 に 使 用 され た言 語 はCOBOL

である。

2官 庁における標準給与計算プログラム

オンラインによる人事情報処理システムのサブシステ

ムとして作成 されたこのプログラムは,国 家公務員の給

与に関する法律に定められた計算式を中心とし,各 省庁

特有の手当等はサブルーテ ィン形式で組み込み可能な構

造 となっている。また種々のコンピューターが使用出来

るように,汎 用性の高い変換プログラムが内部に組み込

まれているので,使 用機種に制約 されることがない。な

お開発に使用 された言語はCOBOLで ある
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己1.」

海外 における情報産業 の動 向

当財 団 で は海 外 の情 報 処 理 関 係 の トピ ッ クス を情 報 処 理 ニ ュ ー ス と して毎 月2回 発 行 して い るが,こ

の ほ ど1969年 の 総 集 編 と して ス ペ シ ャル レ ポ ー ト(第31」 一)を 作成 した。 以 下 に そ の概 要 を紹 介 す る。

略

,

まず,1968年 後 半 か ら69年 後 こ1三に か け て の ア メ リ カの

情 報 産 業界 の 動 きは今 後 の動 向 を裏 ず け て い る。

その 第1は 情 報産 業 の ポ テ ンシ ャ リテ ィが非 常 に大 き

く,そ の 業 種 構 成 を多 彩 に 拡 大 しつ つ今 後20年 掛 ら30年

に わ た って 高 い 成 長 を続 け る産 業 で あ ろ うとい わ れ,事

実1960年 代 中 頃 か らア メ リカの情 報 産 業 は 構成 す る各種

の ビジ ネ スが 芽 を ふ き,69年 には,種 類,内 容 が全 体 と

し て形 の とれ た もの と な って あ らわれ て きた。 現 在 業 種

に し て約23業 種,企 業 数8,662(68年4,690社)を 数 え

るに い った て い る。

第2に,リ モ ー トタ ー ミナ ル の伸 展 で あ る。 ア メ リカ

の コン ピ ュー タ保 有 台 数 は1969年6月 現 在61,977台 とな

り,と くに タ イ ム シ ェア リング や オ ン ラ イ ン ・リモ ー ト

・プ ロセ ッシ ン グ の利 用 が増 え1968年 で オ ン ラ/ン ・シ

ス テ ム に使 わ れ て い る コン ピ ュー タ は全 設 置 コ ン ピュ ー

タの11%で1970年 代 半 ば に は55～60%に な るだ ろ うとみ

られ て い る。

ハ ー ドウ ェ アで は 周 辺 機器 の売 上 げ が1968年 で61%,

43億 ドル を達 成CPUの39%27億 ドル を 上 ま わ った。 こ

とに リモ ー ト ・タ ー ミナル の 伸 び 率 は 注 目す べ き もの が

あ り,1968年 全 コ ン ピ ュPtタ ・シス テ ムに 占 め る割 り合

第1図

lbbO/.
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笏
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遠 隔 端 末 機 器 の コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ムに 占め る割 合

い が。7.1%5億 ドル で あ った も∪功{10年 後 の78年 に は

17.4%33億 ドル1こ達 す=る もの と手任定 きれ る。

第3に ア プ リケ ー シ 。ン分野 の拡 大 に と もな って ソ フ ト

ウ ェア投 資 が 増 大 し,こ の た め単 一 の マ ー ケ ッ ト形 成 の

可 能 性 が 実 現 に 向 か って 大 き く 前 進 し た こ とで あ る。

1969年 に み[,れ る周 辺 機 器 と ソ フ トウ ェ アの マ ー ケ ッ ト

拡 大 とい う潮 流 は1970年 以 降 もい っ そ う強 ま りこ そす れ

弱 ま る こ とは な い だ ろ う。 第2図 に 示 され る よ うに1970

年 か ら75年 に か け て ソ フ トウ ェア専 門 企 業 の 扱 い 高 は 増

加 の 一途 をた ど る もの とみ られ る。(以 下29頁 へ 続 く)
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■ 寄 稿 ■

情報処理振興施策の新撰開
一情報処理振興事業協会等に関す る法律を中心に一

鈴 木 直 道 ※
4

1.新 し い施 策 の あ ら ま し

現 代 は,激 しい,バ イク リ ックな 変 化 の真 った だ 中 に

あ る。 そ して そ こに は,過 渡 期 とい う時 期 はな い よ うに

思 わ れ る。 む しろ,毎 日毎 日が過 渡 期 に あ る と名 え た方

が よい の か も知 れ な い。 我 々 の 子供 の頃 に は 勿 論 の こ

と,数 年 前 まで に は 夢 物 語 に 過 ぎな か っ た川 目:界旅 行 が

全 世界 の人 々 の 〔の 前 で,小 前 に公 表 され た計 画〕通 りに

現 実 化 され て行 く。 ま った く驚 異 と もい うべ き変 化 て あ

る。

この よ うな変 化 を特 色 と'1る 時 代に お い て経 済活 動,

社 会 活 動 あ るい はn々 のど1話を効 率 的 に,ノ ー マル に行

な うた め に は,情 報化 の 促 進 は 不 可 欠 の 条 件 と考 え られ,

また ∈ の た めの 施策 も,将 来 の動 向 を十 分 見 通 した,時

期 を失 し な い もの で な け れ ば な らな い。

産 業構 造 審 議 会 が,昨 年5月 に,情 報 処 理 お よび情 報

産 業 の振 興 施 策 に関 しマ 総 合 答 申 を発 表 し てか ら丁 度1

年,情 報処 理 振 興 策 は一 斉 に 開花 す るこ ととな ・,た。 情

報 処 理 の振 興 とか,情 報化 の促 進 とい う言 葉 が,作 文 に

過 ぎな か った 時期 か ら,急 速 に現 実 感 の伴 っ た もの とな

ったわ けで あ る。 我 田 引水 に は な るが,変 化 の 時 代 に ふ

きわ しい,変 化 に 即応 す べ き施策 の展 開 だ とい え るの で

は な か ろ うか 。

そ れ で は,本 年 度 か ら新 たに 展 開 され る こ と とな った

情 報 処 理 振 興 の た め の施 策 の概 要 に つ い て紹 介 し マお こ

う。

※通商産業省重工業局電子政策課課長補佐

第一は,「 情報処理振興事業協会等に関する法律」を

制定し,ソ フトウェアの開発と利用の促進 と,情 報処理

サービス業等の育成のための措置を講ずることとしたこ

とである。

この法律は,そ の名が示す とお り,情 報処理振興事業

協会を設立することをその主な内容としてお り,本 年度

予算措置として,同 協会に対 し,2億 円の出資と3億 円

の補助が講じられている。

なわ,こ の法律は,今 後にわける情報処理振興策の中

心的役割を果す ものと考えているので,次 章以下でやや

詳細にわたって,そ の内容について説明する こ と とし

た。

第2は,情 報処理振興金融措置の発足である。長期信

用3行 の発行する金融債を政府の資金運用部が引受ける

ことによ り,財 政資金を活用した融資が同行を通じて行

なわれる制度で,ソ フトウェア開発資金 と情報処理サー

ビス事業の業務高度化資金を融資の対象とすることとし

ている。本年度の融資規模は,40億 円を予定している。

なお,こ の金融措置は,後 述の情報処理振興事業協会

の事業 と密接な関係があるので参照願いたい。

第3は,情 報処理研修センターの設立である。システ

ムズ ・エンジニア,プ ログラマ等の情報処理技術者は,今

後における情報処理の発展を担 うものとして,そ の量質

両面にわたる充実が各方面か ら要請されている。 このよ

うな現状 を背景に,特 に上級情報処理技術者を本格的に

養成する専門的機関として,財 団法人情報処理研修セン

ターを設立することとしたものである。本センターに対

■

叫
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■ 寄 稿 ■

しては,本 年度に11億2千 万円の助成措置が講じられ,

10月 に開講する予定となっている。

第4は,電 子計算:機特別償却制度の創設である。情報

化の進展に「1三い,性 能の高い電子計算機の買取 り需要の

増加が予想 される。このため,電 子計算機の買取 り時に

おける負担を軽減することによ り,情 報処理の高度化に

資するため,一 定規模以上(12万 ビット以上)の 購入電

子計算機について,取 得価格の5分 の1の 特別償却制度

を本年度から実施することとしたものである。その結果

電子計算機の耐用年数が6年 で,定 率償却は初年度が3

割1分9厘 なので,特 別償却分 と合せ,5割 強の償却が

可能 となったわけである。

以.ヒのほか,ハ ードウェア振興事業として,国 産電子

計算機のレンタル資金確保のための財政資金の大幅拡充

(44年度追加 と45年度合計240億 円),電 子計算機買戻準

備金制度の拡充(積 立限度10/100-一・12/100)な どが講

じられ,情 報処理技術の研究開発促進策 として,大 型プ

ロジェク トとしての超高性能電子計算機の開発の推進,

電気試験所の電子技術総合研究所への発展改組等が予定

きれている。また,わ が国における独自のシンク・タン

クを確保するため,シ ステム技術開発調査を行な うこと

としている。

次章以降,情 報処理振興事業協会等に関する法律につ

いて説明することとしたい。

り0)設 置 金額(装 備〉率)で7分 の1,GNP当 りの 設 置

金 額 で も2分 の1と い う大 きな コン ピ ューーク ・ギ ャ ップ

が あ る、、

米 国

(68.12末)

第1表 主要 国のコ ンピュー タ設置状況

卜没置台数 .設 置制 川 』1義総裟
1

西 独

(68,12末)

英 国

(69.3末)

ll本

(69.3ジ{こ)

48,693r6＼

5,007

3,794

4,900

1Z35♂㍑

(62,460[意 円)

1,508

(5,430)

1,112

(1,]10)

1,211

(工,470)

87.1ド ノレ

(31.4「 「「1])

26.1

(9,4)

20.7

(7.5)

12.4

(4.5)

第2表 日米 の コ ン ピ ュー タ ・ギ ャ ップ(1968)

ヒ
日

堕
、

杷

2.こ の法律制定の趣旨

この法律は,来 たるべ き情報化社会の要請にこたえて

情報処理の振興を図ることを基本とし,内 容 としては3

つの目的をもっている。

その第1は,「 電子計算機の利用を促進」することで

ある。

わが国における電子計算機の設置状況を先進5カ 国と

比較してみると,第1表 のとおり,設 置台数ではようや

く米国に次 ぎ西 ドイツと並んでほぼ第2位 にあるが,設

置金額は低い水準であ り,特 に米国との問には,人 口当

コ ン ピ ュ ー タ設 置額

人 口あ た りの コ ン ピ ュー タ設

i置額

GNPあ た りの コン ピ ュー タ

設 置 額

ギ ャ ッ プ

米 国 は 日本 の1t.1倍

米 国 は 日本 の8.1倍

米国は 日本の2.2倍

このような実情にかんがみ,情 報処理の振興を図るた

めの基礎的条件の1つ である電子計算機の設置を促進し

いわゆる情報処理の普及をすすめることとした ものであ

る。

第2は,「 プログラムの開発を促進し,プ ログラムの

流通を円滑にする」 ことである。

電子計算機にその本来の威力を発揮させ,情 報化の促

進 の た め に効 果 的 に利 用 で きるか 否 か は,ソ フ トウ ェア

に よ って左 右 され る とい わ れ る。

と ころが,こ の ソ フ トウ ェアの わが 国 に お け る実 情 は

きわ め て貧 弱 で あ り,米 国 との間 に は ハ ー ドウ ェア以 上

の 大 きな格 差 が生 じて い る よ うで あ る。

例 え ば,電 子計算 機 の適 用 業 務 に つ い て は,わ が 国 に

お いて は,給 子 計算,統 計計 算 な どの事 後 処 理 的 な 単 純

業 務 が4分 の3を 占 めて い るの に対 し,米 国に おい ては
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計 画,予 測 等 の 高 度 な 業 務 が す で に 半分 を こえ,2,3

年 の うち に は7割 に 達 す る とい わ れ て い る。 ま た,コ ン

ピ ュー ク の コ ス トに 占 め る ソ フ トウ ェ アの 比 率 は,米 国

に お い て は,す で に50%を こえ て2,3年 後 に は70%に

達 す るで あ ろ うとの 報 告 が あ るの に対 し,わ が 国 に お い

ては,20～30%に す ぎず,い ず れ もソ フ トウ ェア の大 き

な格 差 を示 し てい る。

この よ うな 格 差 を解 消 し,わ が 国 に お け る情 報処 理 の

高 度 化 を図 るた め,ソ フ トウ ェア(注1)の 開 発 と流 通

を促 進 す る こ と と した もの で あ る。

(注])こ の法律においては,1ソ フ トウエア」 とい う言葉 を

使刑せず(ソ フ トウエア業 とい う言葉は使 ってい る)。「プ

ログ ラムとい う言葉 を定義 して使用 している。 これは,特

に意味があ るのではな く,ソ フ トウエアの範 囲が必ず し も

明確で な く,プ ログラノ・の方 が通 念がは つきりしていナこか

らで あ る。 なお,こ れに よって,こ の法律の運 用上 マイナ

スは生ぜず,例 えば,「 プ ログ ラムの開発 に必要 な資金」

といった場合 には,シ ス テム分析,フ ローチ ャー トの作成

等 ソフ トウエア関係資金 も含 まれ る。

コンビ.=一 夕 ・コス トに占め るソフ トウェアの比ヰτrH判 ヒ較)

90～95多 ∠5-100tJ

1950(1'代 ハー トウエア(中 央処理装置、周辺装π) ,㌶

董
!

!
ノ

30つ,:!!70%

'
,'

,'"
500㌶

米 同 視 祈1

兇眺 〉
資料:OECD技 術格差報i'ぐ」}

20--30%

n木 理 花 (ハ ー ドウ 丁ア)

〉
コンピコータ適用業務の[T米 比較(1968年)

適)ll業 務

国別

事後処理的単純墜務
〔統,1機の作成など)

$硝処 理な高度の業務
(計画予測など)

目 イこ 75% 25%

米 国 50%弱 50%強

第3は,情 報 処 理 サ ー ビス 業 お よび ソ フ トウ ェア業 育

成 の た めの 措 置 を講 ず る こ とで あ る。

情 報処 理0浮 田 業者 で あ る 「情 報 処 理 サ ー ビス 業」 は

高 度 に 専 門 的 な↑～」報処 理 の分 野 や,電 子計 算 機 を導入 す

る こ とが 困 難 な 中 小企 業 部 門 の↑吉報処 理 を担 当す るの み

な らず,と くに情 報 ネ ッ トワー ク形 成 の際 の中 心 的 な役

割 を果 す こ とが期 待 され,今 後 に お け る情 報化 の進 展 に

不 可 欠 の 一 環 を担 う もの と して その 育成 が必 要 とな って

い る。

と ころ が,わ が 国 に お け る情 報処 理 サ ー ビ ス業(注2)

の現 状 をみ る と,企 業 数 に して約200社,売 上 規 模 も年

間 で2～300億 円 程度,業 務 内容 も単 純 業 務 中心 なの に

対 し,米 国 にお い て は,約1,700の 企 業 が 年 間3,000～3,

500億 円の 売 上 をあ げ,高 度 か つ 多 様 な情 報処 理 サ 三 ビ

ス を提 供 してい る とい わ れ る。

また,ソ フ トウ ェア開 発 の 専 門 業 者 で あ る 「ソ フ トウ

ェ ア業 」 も,情 報 処 理 の普 及,電 子 計 算 機 の 適 用 業 務 の

拡 大 に伴 って,今 後 急速 に増 大 す るで あ ろ う多 彩 な ソ フ

トウ ェ ア開 発 需 要 に応 え,専 門 的 に ソ フ トウ ェア を供 給

す る もの と して,そ の 発展 が強 く望 ま れ,情 報処 理 の高

度 化 を推 進 す る た めに そ の 育成 が必 要 とな って い る。

わ が 国 に お け る ソ フ トウ ェア業 の現 状 も,企 業 数 は約

30社 年 間売 上 は約100億 円 と い わ ば発 展 初 期 の段 階 に あ

るの に対 し,米 国 に お い て は,す で に1,000社 以 上 の 企

業 が,8,000億 以 上 の年 間売 上 を あげ,1つ の 産 業 グ ル

ープ を形 成 し成 長 を とげ っ っ あ る。

この よ うな実 態 を背 景 と して,こ の法 律 にお い て は,

情 報 処 理 サ ー ビス業 お よび ソ フ トウ ェア業 の 振 興 措 置 を

講 ず る こ と と した もの で あ る。

(注2)「 情 報処理 サービス業」にっいて,こ の法律で は,他

人の需要に応 じてする情報処理の事業 をい うと定義 してい

る。 すなわち,顧 客の依頼に応 じて,電 子計算機 を用 いて

計算 を行な う,い わゆ る計算 センターや,同 じく検 索を行

な う,い わゆ るデータ ・バン クなどが これに含まれ る。

また,他 人か ら資料の提供 を受け情 報処理 を行な う,狭

い意味での情報処理 サービス業のみな らず,自 ら収 集 した
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資料に よ り情 報処理を行な う情 報提供サービス業 もこの対

象 とな る。

なお,一 般 の企業が,生 産管理,販 売 管理 な ど自己の業

務のために情 報処理 を事業 として行な っていて も,他 人 の

需要に応じた情 報処理ではないので,こ の対象 とはな らな

い。 したが つて,国 鉄のみ どりの窓 口の ように切符販 売の

ために情 報処理を行な ってい る場合 も,こ の対 象 外 と な

る。

以 上 が,こ の法 律 の3つ の 目的 で あ るが,こ れ らの 日

的 を達 成 す る ため の 規 定 と して,次 の よ うな4つ の 部分

で 構 成 され て い る。

A

B

C

・D

電子計算機利用高度化計画

プログラム調査簿

情報処理技術者試験

情報処理振興事業協会

以 上,順 をお っ て説 明 し よ う。

A電 子計算機利用高度化計画

a計 画作成の意義

混子計算機の利用面の高度化を図ることにより情報処

理を振興するため,こ の法律においては,

ω 性能の秀れた電子計算機の設置の目標

(2)先 進的かつ広 く利用 される種類のプログラム開発

の目標

を設定する 「電子計算機利用高度化計画」を定めること

としている。

この計画は,他 の産業振興法,例 えば電子工業振興臨

時措置法や機械工業振興臨時措置法などにみられる振興

計画 と同様に,政 府 としての施策の方向,ガ イドポス ト

を示すという性格のものである。

したがって,民 間においては,こ の計画を指針として

電子計算機の導入やプログラムの開発を自主的に進める

ことが期待 されることとな り,政 府 もこの計画の実施を

図るため必要な資金の確保等に努めることとな って い

る。

なお,西 欧先進国は,い ずれも次のように情報処理の

振 興 の た め の計 画 を もち,ア メ リカへ の 挑 戦 に努 め て い

る と ころ の よ うで あ る。 わが 国 もこの 法 律 の 制 定 に よ っ

て,政 策 面 で は よ うや く西欧 並 み に達 す る こ と とな る。

英 国ACTP(AdvancedComputerTechnology

Project先 進 的 コン ピ ュー タ技 術 開 発 計 画)

1964～73itfS・

フ ラン スPlanCalcui(情 報 化計 画)1966～70年

西 ドイツ 第1次5カ 年 計 画(公 務 に つ い て の デ ー タ

処 理 領域 の研 究 開発 促 進 計 画)1967～71年

この計 画 の計 画期 間 は,実 際 に計 画 が 作 成 され る際 に

決 定 され る こ と とな ろ うが,あ ま り短 か くて は計 画 作 成

の 意義 が な くな り,一 方 あ ま り長 期 に わ た って も技 術 進

歩 の激 しい この 分 野 では,見 通 す こ とが 困 難 な の で,お

そ ら く5年 程 度 の もの とな る と思 われ る。

b計 画 の 内 容

この 計 画 は,電 子 計算 機 の設 置 の 目標 とプ ログ ラ ムの

開 発 の 目標 に つ い て 作成,決 定 され る。

まず,fts'子 計算 機 の設{置 目標 に つ い て は,情 報 処 理 の

振 興 を を図 るた め利 川 を特 に促 進 す る必 要 が あ る電 子計

算 機 に つ い て,そ の 設 置 金額,装 備率 ま た はGNP比 率

が 定 め られ る こ と とな ろ う。 す な わ ち,情 報 処 理 の 進 展

段 階 に 応 じ,特 に普 及 が必 要 な性 能 の 秀 れ た電 子 計 算 機

に つい て,設 置 目標 が決 め られ よ う。

次 に,プ ログ ラ ムの 開発 目標 に つ い ては,情 報 処 理 の

振 興 を図 る ため 開 発 を特 に促 進 す る必 要 が あ り,か っ,

広 く利 用 され る種 類 の プ ログ ラム に つ い て定 め られ る。

す な わ ち,技 術 的,あ るい は利 用 効 率 の面 で先 進 的 で あ

り,基 礎 的,共 通 的 な プ ログ ラ ムに つ い て,開 発 すべ き

もの の 内容 と,開 発 スケ ジ ュ ール 等 が 目標 と して決 め ら

れ るわ けで あ る。 し たが って,制 御 プ ログ ラム,言 語 プ

ロセ ッサ,ユ ー テ ィ リテ ィ ・プ ログ ラ ム とい った基 本 プ

ログ ラム や,応 用 プ ログ ラ ムの うち,汎 用 プ ログ ラム は勿

論 の こ と,問 題 向 きプ ログ ラ ムで あ って も,販 売 管 理 プ

、
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ログ ラム,自 動 制 御 プI」グ ラ ム,原 価 計算 プ ログ ラム な

ど広 い範 囲 に共 通 ▼∫≠る業 務の た めの もの も計 画 の対 象 と

な って い る。

C資 金σ)W(f三イ!{ミ

政府は,電 子計算機利用高度化計画に定める電子計算

機の設置「1標とプログラムの開発目標を達成するため必

要な資金確保僧;に努めることとしている。すなわち,計

画に対応した助成措{置についての政府の責務と姿勢を宣

明にしている。

具体的な助成措置として,す てに実施され,あ るいは

実施が予定されているものとしては,次 のような ものが

ある。

第1に,氾 子計算機の設置促進のための措置としての

日本電子計算機㈱に対する開銀融資制度がある。日本遣

手計算機㈱は国産電 ∫計算機σ)一元的なレンタル機関 と

して昭和36年 に設立 された ものであ り,設 置金額の7割

を占めるレンタル制度の円滑な実施を図るとともに,国

産機を育成するため,同 社に対し,開 銀より財政融資金

を利用 した融資が行なわれている。昭和44年度90億 円に

対し,同 年度追加75億 円,昭 和45年 度165億 円が確保 さ

れたが,な わ増加するレンタル資金需要にいかに対応す

るかが大 きな課題となっている。

第2に,プ ログラムの開発促進措置としては,「 情報

処理振興金融措置」が昭和45年 度か ら新たに発足するこ

ととなっている。 この金融措置は,長 期信用3行 が発行

する金融債を国の資金運用部が引き受けることにより,

長期信用3行 を通 じて実施 される貸付制度で,実 施時期

としては,後 述の情報処理振興事業協会の設立時期(本

年10月1日 予定)と 同じとなろう。この金融措置の対象

は,プ ログラム開発資金だけでなく,情 報処理サービス

業およびソフトウェア業の事業高度化資金 も予定 されて

いる。金融条件は,今 後関係方面と協議の上決められよ

うが,他 の同種の金融措置の条件(貸 付金利,年 利7.8

%,貸 付期間 ・原則3年,貸 付比率8割)が 参考とされ

ることとなろう。

Bプ ログ ラム調 査簿

プVlグ ラ ノ、の 円滑 な 流 通 を図 るた め に,こ の法 律 で は

プ ログ ラ ムの概 要 を記 載 した 「プ ログ ラ ム調 査 簿」 を作

成 し て,一 般 の 閲 覧 に 供 す る こ と と して い る。

情 報 処 理 を振 興 す る た め には,ソ フ トウ ェ アの 開 発 が

促 進 され る と同時 に,開 発 され た先 進 的 な ソ フ トウ ェ ア

を一 般 に流 通 きせ,広 く利 用 を促 進 す る こ と も重 要 で あ

る。

と ころ が,プ ログ ラ ムの流 通 は,き わ めて 少 な い の が

実情 の よ うで あ る。 そ の理 由 と して は,① プ ログ ラム は

通 常 電 子 計 算 機 ユ ーザ ーの 企 業 内 で 開発 され るこ とが 多

い た め,い か な る プ ログ ラ ムが い か な る企 業 で保 有 され

て い るか が 明 らか でな い こ と,② 取 引慣 行 が確 立 され て

い な い こ と,③ 特 許権,著 作権 な どの権 利 の対 象 とな ら

ず 法 的 に 保 護 され て い な い こと,な どが指 摘 され て い る。

これ らの 理 由 の うち3番 目 の ソフ トウ ェアの 権 利 化 に

よ る法 的保 護 の 問題 は,ソ フ トウ ェアの 流 通 促 進 策 と し

ては,基 本 的 な もの と考 え られ るが,一 方,き わ め て難

しい 問題 で あ り,米 国 をは じめ先 進 各 国 と もその 具 体 化

の 方 法 を検 討 して い るの が現 状 で あ る。

わ が 国 に お い て も,今 後 時 間 を十 分 か け な が ら ソフ ト

ウ ェ アの 権 利 化 に つ い て 検 討 され る こ とが望 ま れ る。

この 法 律 に おい ては,そ の よ うな ソ フ トウ ェア の権 利

化 が 将 来 可 能 とな る よ うな条 件 作 り も考慮 しな が ら,企

業 内 に保 有 され て い るプ ログ ラム を流 通 市 場 に 出 し,取

引慣 行 が確 立 され る こ と とな る こ と を期 待 した,「 プ ロ

グ ラ ム調 査 簿」 とい う制 度 を設 け る こ と と した もの で あ

る。

(注)日 本情 報処理開 発センターが昨年発表 した 「プ ログ ラム

登録集」は,こ のプ ログ ラム調査簿 とほ とん ど同 じ日的を

もった ものであ る。調査簿作成に際 しては,登 録集を十分

参考に し,そ の経験 を生か したい と考えてい る。

d情 報処理技術者試験

この法律においては,情 報処理に関する業務に従事す

る者の技術の向上に資するために,情 報処理に必要な知
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識と技能について,「 情報処理技術者試験」を行なうこ

ととなっている。

システノ、エンジニア,プ ログラマなどの情報処理技術

者については,昨 年の産業構造審議会の答申で も指摘 さ

れているとお り,情 報処理の進展に伴い需要が急速に増

大し,量 質 ともに著しく不足が生じているのが現状のよ

うである。

このため,情 報処理技術者に対し目標を与えるととも

に,情 報処理技術者に関する社会的評価,社 会的地位を

確立し,さ らには,必 要ときれる技術水準を示すことに

より学校教育や企業内訓練などにおける教育訓練の指針

となることなどを期待 して,情 報処理技術者試験を実施

することとしたものである。

この試験は,技 術認定試験ともい うべ きものであって

いわゆる資格試験ではない。したがって,こ の試験に合

格しなければ,情 報処理業務に従事で きないとい うよう

な性格の ものではない。

なお,情 報処理技術者の技術認定試験は,法 律に直接

根拠をもつものではなか ったが,す でに昨年11月 にはじ

めて東京 と大阪で実施 されている。 この試験は,時 代の

要求に遭 ったのか,き わめて大 きな社会的反響があ り,

次表のように当初予想を著 しく上回 る応募者があった。

第4表44年 度情報処理技術者試験

応 募 者

受 験 者

合 格 者

第 一 種

12,924

10,527

8!1

第 二 種

29,093

22,057

1,832

卜言
口

42,022

32,584

2,643

(注)第1種 とは,プ ログラムの設計,高 度のプ ログ ラムの作

成お よび第2種 技術者の指導に主 として従事す る者。第2

種 とは,プ ログラム設計書 に基 いてプログラムの作成に主

として従 事する者。

本年 度 の試 験 は,昨 年 と同 時期 に,全 国8都 市(札 幌

仙台,東 京,名 古 屋,大 阪,広 島,高 松,福 岡)で 実 施

す る こ と を予 定 して い る。

C情 報 処 理 振興 事 業協 会

a設 立 の 日的

この`1喋 協 会 は,大 き く区 分 して次 の よ うな2つ の 日

自勺を もっ∵⊂し、る。

その第1は,プ ログ ラ ムの 開 発 と利 用 の促 進 に関 す る

ti務 を行 な うこ とで あ り,第2は,情 報処 理 サ ー・ビス 業

お よび ソ フ トウ ェ ア業 に 対 す る助成 に 関 す る業 務 を行 な

うこ とで あ る。

第1の 目的 に よ り,こ の 事業 協 会 は,ソ フ トウ ェア水

準の 向 上 とい う政 策 課 題 を実 現 す る た めの 業 務 を,わ が

国 で初 め て推 進 す る こ とと な る。

ハ ー ドウ ェア水 準 の 向 上 の た めに は,従 来 よ り電 子工

業 振 興 臨時 措 置法 の運 用 に よ り,技 術 研 究 補 助 金 や 開 銀

融 資 な ど を沼 川 して,技 術 開発,企 業 経 営 の 合 理 化が 促

進 きれ,ま た,工 業 技術 院 の大 型 プ ロジ ェ ク トに よ り超

高 性 能電 子計 算機 のIJ{・j.YEが進y)ら れ て い る。 その 結 果,

ハ ー ドウ ェ アの 技 術水 準 で は 巾/IWII部 門 で よ うや く欧 米

諸 国 の レベ ル に近 づ きつ つ あ る。 しか しなが ら,ソ フ ト

ウ ェ アに つ い て は,従 来 これ とい った対 策 が講 じ られ て

お らず,特 に 米 国 との ギ ャ ップ は著 し く大 き く,ま す ま

す その 差 が 拡 大 す る傾 向 に あ る。 した が って,ソ フ トウ

ェア の開 発 と利 用 の 促 進 を 日的 と し た この 恒 業 協会 が 設

立 され るこ とと な っ た こ と は,情 報 処 理 の振 興 の た め に

画 期 的 な前 進 と な る こ とが 期 待 され る。

第2の 日的 で あ る情 報 処 理 サ ー ビス業 と ソ フ トウ ェア

業 の助 成 も,わ が 国で は 初 めて の 措 置 で あ り,頭 脳 産 業

と もい わ れ る これ らの 新 しい 産 業 の 今 後 に お け る発展 に

寄 与 す る こ とが期 待 され る。

b設 立 と資 本 金'

この事 業 協会 を設 立 す るに は,情 報処 理 に つ い て学 識

経験 を有 す る者15人 以 上 が 発起 人 とな って,通 商産 業 大

臣 に 設 立 の 認可 申請 を行 な うこ とが必 要 とな って い る。

この 認 可 申請 が 行 な わ れ る と,通 商 産業 大 臣 は,そ の 事

業 の 運 営 が 健 全 に 行 な わ れ,情 報処 理 の振 興 に寄 与 す る

こ とが 確 実 で あ る と認 め られ る と きは,1つ を限 り,そ
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の設立を認可することとなっている。

このように,こ の事業協会は,あ くまで も民間が設立

について主導権をにぎってお り,政 府が強制的に設立す

る特殊法人としての性格を もっていない所に大 きな特色

がある。

これは,わ が国においては,情 報処理の発展を推進す

る中心は民間であり,政 府は,こ れを側面から財政金融

措置を通じて援助するのが望ましく,そ の意味で,協 会

の設立や運営についても民間の創造工夫を生かすのがよ

り良い事業成果が得 られると考えたか らである。

事業協会の資金は,政 府と民間の出資によって構成さ

れることとなってお り,政 府は本年度に2億 円の出資を

予定している。

民間の出資は,設 立への過程で,発 起人が出資募集す

ることとなってお り,山 相金と合せて2億 円が期待 きれ

ている。

なお,出 資金(政 府,民 間いつれの出資 も含む)と 出

打金は,後 述するように,い ずれ も信用基金に積 まれる

こととなっている。

c業 務

この事業協会は,大 きく分けて2つ の業務を行な う。

第1は,先 進的,汎 用的なプログラムの受託開発と買

上げを行なうこと,な らびにそれらを対価を得て第3者

に利用 させることである。(このグループを 「振興事業」

と呼ぶこととする)

第2は,情 報処理サー・ビス業およびソフトウェア業の

業務高度化資金と,一 般事業者のプログラム開発資金の

借入れの際に債務保証を行なうことである。(こ のグル

ープを債務繰言正業務 と呼ぶこととする)

(1)振 興事業

振興事業の対象となるプログラムの範囲は限定 されて

いる。まず,「 開発を特に促進する必要がある」プログ

ラム,す なわち,一 定の水準以上の先進的なプログラム

である必要がある。次に,「 その開発の成果が事業活動

に広 く用い られると認め られるプログラム」,す なわち

汎 用 的 な プ ログ ラム で な け れ ば な らな い。 さ ら.に,,「 企
だ 　　へ

業等が白ら開発することが困難なもの」,す なわち,技

術的にリスクが伴 う.とか,短 期的.には資金回収が困難で

あるなど,営 利企業ベースでは採算的にその開発が難し

いプログラムでなくてはならない。以上のような3つ の

条件を付 きれたプログラムの例 としては,総 合統計解析

プログラム,EDP導 入効果測定プログラム,コ ンバー

ジョン・プログラムなどがあげられているが,さ らに,

プログラ}、のa－ ザー,メ ーカー等の専門家の意見を十

分参考にして具体化されることとなろう。

振興事業の種類 としては,委 託開発と,買 上げ,対 価

を得ての貸付けの3種 がある。

プログラムの開発については,こ の事業協会は自らは

行なわず,す べて外部に委託発注 される。民間のもつ力

を最大限に活用しようという考えによるものである。 し

たがって委託先には制限はな く,開 発プロジェクトにつ

いて技術的な能力を最 も有する企業(複 数以上の場合 も

あろう)が その対象となることとなる。

委託開発し,ま たは買上げたプログラムは,有 償で貸

付けられるなどして普及 され る。貸付け料金の算定 も難

しい問題であるが,い ずれにしろこの協会は営利を目的

とはしていないのであるから,所 要経費の回収の観点か

ら,(勿 論長期的観点によるものである)需 要量を考慮

して決められることとなると考える。

以上の振興事業を実施するために,本 年度予算におい

て3億 円の補助金が用意 されている。

② 債務保証事業

この債務保証事業は,前 述 した(11頁c資 金の確保)

長期信用3行 による 「情報処理振興金融措置」 と密接な

関係があ り,考 え方 としては,両 者は一体 となった制度

である。両制度の関係は,第2図 のとお りのしくみとな

ってお り,債 務保証事業の対象は,す べて金融措置の貸

付け対象となっている。逆に言えば金融措置により貸付

けが行なわれる場合,担 保能力等に問題のあるケースに

ついては,債 務保証が行なわれ資金調達の円滑化を図る
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第2図 事業協会の債務保証

民 間

IIl

出y(担 ノ.しL出,・ ・:1ご 出荊'2{911

2G円IIliPtJ1・3民Pl

3(1ご 連`i!iA'/

」へ融1貞 ・ノ[t40i.vTi`1

赫 報処理振 興'}、Yl島会

3

4

＼
ト期1、-1ほn3 ∫1

ソ フ1ウ よ ア 開 発s-'-',me;1tO1・:円

こととしたものである。

債務保証事業は,情 報処理サービス業者とソフ トウェ

ア業者に対する事業,な らびに一般事業者に対する事業

の2種 類がある。

前者の事業対象 となる「情報処理サービス業者」や 「ソ

フ トウェア業者」は,一 般に頭脳会社 といわれているよ

うに事業活動の源はシステムズ ・エンジニアやプログラ

マといった技術者で,使 用する電子計算機 も建物 も借 り

ものとい うのがほとんどとい う実情のようである。 この

ため,担 保となる資産に乏 しく,業 務を改善事業規模を

拡充しようとして も,そ れに必要な資金の借人れが困難

である場合が多いといわれている。

このような実情を背景として,こ れ らの業者が,業 務

の改善または技術の向上に必要な資金を金融機関か ら借

入れようとする場合,こ の事業協会は,債 務保証を行な

うこととしたわけである。

業務の改 善または技術の向上に必要な資金の具体的内

容 としては,電 子計算機の導入(レ ンクル方式か買取 り

方式かを問わない)プ ログラムの開発のほか,デ ータフ

ァイルの開発,人 材養成,通 信回線の借用等が考えられ

る。

後K'の 一 般i]}:業者 を対 象 とす る債 務 保

証 事 業 は,プllグ ラム開 発 資 金 に つい て

そj:なわ れ るo

プ ログ ラム は,前 述 した よ うに,現 在

の と ころ,特 許権,著 作 権 等 の対 象 とな

って お らず,権 利 化 され て い な い。 そ の

ため か,プ ログ ラ ムは,財 産 的 価値 が あ

るに もか か わ らず,現 在 の金 融 慣 行 で は

担 保 とな らず,そ の 開 発 に 必 要 な 資金 の

確 保 に つ い て は,一 般 事 業 者 に お い て も

円滑 さを欠 く こ と とな って い る。 この よ

うな実 情 に対 処 す るた め プ ログ ラム開 発

資 金 に つ い て債 務 保 証 を行 な い,そ の開

発 を促 進 す る こ と とし たわ けで あ る。

以 上 の2種 類 の債 務 保 証 事 業 を行 な うた め この事 業協

会 で は 「信 用 基 金 」 を設 け る こ と と して い る。 この信 用

基 金 は,政 府 お よび 民 間 の 出 資 金 全 部 と,民 間 か らの 山

相 金 に よ り成 る。 昭 和45年 度 にお い て は,政 府 出 資2億

ll」が予 算 化 され,出 資 と出 掴 合 せ て2億 円 を民 間 に 期 待

して い るの で,基 金 は4億ll」 とな る予 定 で あ る。 債 務 保

証 は,基 金 の10倍,す な わ ち40億 円 に つ い て行 な う計 画

とな っ てい る。

以 上,今 回 成 立 し た新 法 の概 要 に つ い て 説 明 した。 こ

の法 律 がu的 どお りの 成 果 をあ げ られ るか ど うか は,発

足 す る新 しい制 度 の 利 用 者 で あ る民 間 各位 の ご理解 と ご

協 力 に よ る と ころが きわ めて 大 きい と考 え て い る。 最 後

に この紙 面 を借 り,こ の 点 に つ い て心 か らお願 い を して

オ、」きナこし、o

そ して,情 報 化 社 会 といわ れ る新 しい時 代へ の 適 応 に

苦 悩 し,さ らに は,ニ ュー フUン テ ィア に り]敢に飛 び 込

ん で い こ うと して い る民 間 各位 の バ イ タ リテ ィに大 いに

期 待 す る こ と と し たい。

以 上
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教 旦

上級情報処理技術研修 ガイ ドブック

基 礎 編 の 完 成

この ガ イ ドブ ッ ク ・シ リーズ は,当 財 団が 通 商産 業 省 か らその 作 成 の委 託 を うけ,約2カ 年 余 を 費 して

完 成 し た－ll級情 報処 理 技術 者 育成 指 針(カ リキ ュ ラム)(基 礎 及 び応 用編)で,シ ス テム ズ ・エ ン ジニ ア

な どの 」二級情 報処 理 技術 者 を 目指 す人 び とお よび その 育成 に たず きわ る人 び との た め の 参考 書兼 指 導 要領

で あ り,コ ン ビ.、一 夕利用 に よ る情 報処 理 技術 の 集大 成 で あ る。

な お,/ド 回 は基 礎編 の み の 発 行 で あ るが,応 用 編 に つ い ては8月 刊 行 の 予定 で あ る。

口刊行の趣旨

最近,コ ン1ごユークの利川分野}X急速に拡が りつつあ

るが,今 後とも,さ らに情報処理の普及と高度化をおし

すすめるためには,多 くの人材が必要であ り,専 門技術

者 とりわけシステムズ ・エンジニアなどの上級情報処理

技術者の育成,確 保は緊急の課題となっている。

これ ら上級情報処理技術者の育成は,そ の性格上,学

校教育のみでは不可能であり,大 学における関連基礎学

科履修の後,各 専門分野における一定期間の実務経験を

経た人びとを対象として,さ らに高度の再教育を行なう

ことによって,は じめて実現で きると言えよ う。

ところが,情 報処理の分野はますます広範囲に及んで

きており,再 教育にあたりすべてに通暁 した既成の教師

を求めることは困難である。 したがって,す でに他の学

問や技術を修得した実務家,研 究者などに広 く協力を求

める必要があり,そ のためには,あ らかじめ十分に吟味

された育成指針(カ リキュラム)を 準備し,講 師がこれ

にもとついて体系的な教育がで きるよう配慮 されなけれ

ばならない。

このような意図の もとに,通 商産業省では昭和43年 度

わよび44年度事業 として情報処理技術者育成指針(カ リ

キュラム)の 作成を企画し,そ の作成業務を当財団に委

託した。このよ うな育成指針を完成させるためには,広

く各分野の専門家の協力により最新の知識を集大成する

必要があるので,当 財団は,こ れ ら学識経験者からなる

「上級情報処理技術者育成指針委員会」を設置し,そ の

作成基本方針,構 成などを審議決定するとともに,内 外

の一流 専門家に執筆を依頼 し,そ の結果についても十分

な審議 を行なったが,そ の際,た んに育成指針 としての

みでな く,み ずか ら上級情報処理技術者を目指す人びと

に も参名書として使用で きるよう十分配慮を お こ な っ

た。

本書は通商産業省において最終的に編集を行なったも

のであるが,こ れが広 く関係方面に利用 されることは,

その趣旨よりして非常に有意義であ り,こ のたびとくに

当財団において,通 商産業省の諒承を得て 「上級情報処

理研修ガイ ドブ ック」 として刊行することとなったもの

である。

口編 集

通商産業省

口(財)日 本情報処理開発センター

「上級情報処理技術者育成指針作成委員会」

メンバーは下記のとお り(50音 順)
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委員長

委 員

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

山内 二郎

石原善太郎

市川 惇信

魚木 五夫

浦 昭二

小笠原 暁

岸本英八郎

北森 俊行

杉浦 一平

鈴木 光男

千住 鎮雄

青山学 院大学

三井東圧化学㈱

東京工 業大学

広島商科大学

慶応 義塾大 学

神戸商科大 学

甲 南 大 学

東 京 大 学

和 歌 山 大 学

東京工業大 学

慶応義塾 大学
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⑳

委 員

〃

〃

〃

〃

口執 筆

寺尾

根橋

松田

宮川

満

正人

正一

公男

吉田 剛

東 京 大 学

通 商 産 業 密

事 稲 田 大 学

一 ツ 橋 大 学

(財)日 本情報処
理開発センタre

各大学,情 報処理学会などの研究諸団体,IBM社 な

どの民間企業の一流学者,専 門家を百余名動員

口特 色

aシ ステムズ ・エンジニアなどの上級情報処理技術者

を目指す人びとの参名書として,ま たその育成指導に

たず さわる人びとの指導要領として利用で きるよう工

夫 して編集してある。

b上 級情報処理技術者を対象とした参考書,育 成指導

要領としては,他 に類例 をみないユニークなもので,

関係各方面からの期待はきわめて大 きい。

c大 学卒業後3～4年 程度の実務 を経験 し,そ れぞれ

の専門分野とコンピュータについての予備知識をもっ

た人びとを対象とし,こ の教科内容を履修後は,マ ネ

ロ 構 成

Fジ ャー の総 括 的指 示 に しr:fJtっ て担 当分 野 に 方 け る

シ ス テム の分 析 と設 計 を行 な うi↑旨力 を つ け る こ と をH

標 と して い る。

dコ ン ピ ュー タの利 用 分 野 を つ ぎの5っ の セ ク クに 分

け,そ れ ぞ れ の 領域 に お い て必 要 な 内容 を基 礎,応 用

の 両 面 に わ た り網 羅 して い る。

・企 業 内 に お け る 日常業 務 の機 械 化 をね らい とす る比

較 的 短 期 の 計 画 を含 む 情 報 シ ス テ ム の設 計

・企 業 に 要 請 され る比 較 的 長 期 の展 望 に も とつ い た活

動 計 画 に 役 立 つ 資 料 を提供 す るシ ス テ ム の設 計

・コ ン ピ ュー タに よ る制 御 シ ス テ ム の 設計

・コ ン ピ ュ ー タに 関 連 す る教 育 を行 な う教 師 に要 請 さ

れ る高 度 の 知 識 技 術 を修得 させ る。

・科 学 技 術 計 算 お よび 自動 設 計 な どの シ ス テ ム 設ll{'

c各 セ ク ター と も,各 車 また は節 ご とに,そ こで履 修

す べ き教 科 内 容 に つ い て,i,1標,前 提 とな る基 礎 学 ノJ

の 程 度,指 導 上 の 留 意 点 お よび 関連 す る 内外 の参 考 文

献 を豊 富 に 記 載 し,利 用 者 の 便宜 を計 って い る。

f内 外 の 大 学,研 究 機 関,民 間 企 業 な どに お け る一 流

専 門 家 に よ る執 筆 とわ が 国 最高 権 威 の学 識 経 験 者 に よ

る監 修 に よ って 完 成 した情 報処 理 技術 の 集大 成 で あ る

|

●

分 類

第1セ クタ

「計 画および管理」

第2セ クタ

「調査お よび予 測」

第3セ ク タ

「li・1◇算:'‖]IJ簡|」

第4セ ク タ

「コ ン ピ ュ ー タ総 合 」

第5セ クタ

「技術計算 と設計」

内 容

企業内におけ る日常業務 を検討 し,改善 して,そ の機

械化 をね らい とした比較的短期の計画 を含んだ シス

テムの設計 を行 な うの に必要な教科の設定 とその説

明。(基 礎編),(応 用編)

企業活動に必要な情報 を収集 し,こ れ を整理 し,分

析 して企業の将来の活動計画 に資す る資料 を提供す

るシステムの設計 を行 な うのに必要 な教科の設定 と

その説明。(基 礎編),(応 用編)

コ ン ピ ュ ー タ を用 い た プ ロセ ス ・コ ン トロール ・シ

ス テ ムの 設 計 を行 な うの に必 要 な教 科 の設 定 とそ の

説 明。(基 礎 編),(応 用 編)

コ ンピ ュータに関連 す る教 育を行 な う教 師に,コ ン

ピュー タおよびそれに関連 す る高度 の技術 を修 得 さ

せ るのに必要 な教科 の設定 とその説明。

(基礎編),(応 用編)

コンピュー クを用いた 自動設 計お よび技術 計算:など

の シス テムを設計す るのに必 要な教科 の設定 とその

説明。(1編),(皿 編)

作 成 作 業 団 体

株式会社 アジアビジ ョン,富 士経 営科 学

研究所,株 式会社 フジ ミック

(財)LI本 情報処理開発 センクー

IBMCorporation,1]本IBM株 式 会 社

社団法人 情報処理学会

(財)n本 情 報処理 開発 センター
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★ ★ ☆第3期 を もって中央 研修所 終講 ☆ ★ ×

昭 和43年10月,当 財 団 に 開設 され た中 央 研 修 所 は 第1

期(43.10～44.3),第2期(44.8～44.12)お よび 第3

期(45.1～45.6)の 研 修 を終 了 し,昭 和45年6月5日

閉 講 し た。 上級 情 報処 理 技術 者 の養 成 機 関 とし ては,新

ら し く設 立 きれ た財 団法 人 情 報処 理 研 修 セ ン タ ー に発 展

的 に継 承 され,逐 次 そ の規 模 内容 を充 実 拡 大 し て い くこ

ととなった。

中央研修所の第1期,第2期 研修の内容については本

ジャーナル創刊号および第3号 に紹介されてお り,第3

期研修についてはほぼ第2期 研修と同様であるので,以

下に第1期 か ら第3期 にわたる中央研修所の研修内容を

総合して紹介することとする。

`

研
修

コ

ー

ス

講

6

研

第 ・ 期(耀 揺)

Aシ ス テ ム プ ログ ラム コ ース

(400時 間)

B経 営 情 報 シ ス テ ム コ ー ス

(40011寺1日』)

A森 口繁 一－tc(東大)ほ か21名

B森 口繁一氏(東 大)ほ か27名

修

生

A

B

第 ・ 期(44.8.2～44.12.13)

Aプ ログ ラ ミン グ コ ー ス

B経 営 科 学 コ ー ス

Cシ ス テ ム設 計 コ ー ス

D特 別 講義

(126時 間)

(147時 間)

(117時 間)

(60時 間)

A西 村真 一郎氏(フ ァコム)ほ か20名

B鈴 木光 男氏(東 工大)ほ か21名

C魚 木五夫氏(広 島商大)ほ か20名

D北 川一栄氏(住 友電工)ほ か11名

1訟∋ 麟 黙 薫 計日 脚 ・

1

1

ユ2

4

4

15

20

20

A

B

C

D

6

に
U

5

5

情 報関
係企業

8

9

12

6

一 般

企 一業

16

26

23

20

し
1

0

0

∩
)

-

言

3

4

4

3

第3期(エ14闘;τ)

Aプ ロ グ ラ ミン グ コ ーース(150時 間)

B経 営 科 学 コ ー ス(150時 間)

Cシ ス テ ム設 計 コー ス(120時 間)

D特 別 講 義(30時 間)

A西 村 真一郎 氏(フ ァコム)ほ か19名

B鈴 木光 夫氏(東 工大)ほ か22名

C魚 木五 夫氏(広 島商大)ほ か21名

D林 雄二 郎氏(東 工大)ほ か7名

「 官公庁麟 墾1認 許
A

B

C

D

5

7
・

7

ρ0

7

8

6

5

9

12

22

8

1

7

5

∩ソ

9
御

2

3

1

(注1)

(注2)

1期 の2コ ースは並列}こ設定 されて他の コース を受講す ることが出来なか っtが,2期,3期 の4コ ースは直列 に設

定 され適宜選択 して受講す ること も可能 とした。 このため受 講生の数は増 えたかた ちとな ってい る。

2期 に較べ て3期 の研修人員が減 ってい るのは,2期 では書 類お よび面接選考だけであ ったのに対 し,3期 では筆 記

試験 を実施 し採点結果 によ り面接 を実施 したた めで ある。

σ

■

一… … 一ー 一・一一一 上級 情報 処理 技術 研修 ガ イ ドブ ック頒布 に つ いて

本シリーズの頒布は当財団庶務課において次の価格で頒布しておりますので,ご 希望の方はパンフレットおよ

び申込用ハガキを送付いたしますのでお申込み下 さい。

口第1セ クター 「計画お よび管理」(基 礎編)B5版480頁

口第2セ クター一「調査お よび予測」(基 礎編)B5版460頁

口第3セ クター 「計算制御」(基 礎編)B5版600頁

臼飾4セ クター一「コンteユ ー一夕総合」(基 礎編)B5版450頁

☆上記4冊 を一括購入の場合は,セ ッ ト価格9500円 で頒布いtし ます。

定価2600円

定価2400円

定価2900円

定価2600円
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(財)情報処理 研修 セ ンターの開講準備進 む

当財団の中央研修所の業務を発展的に継承するために

昭和45年3月30日 設立された,財 団法人情報処理研修セ

ンター一(IIT,Japan)は 理事長山内二郎氏(前 中央研修

所企画委員長)専 務理事吉田剛氏(当 財団専務理事が兼

任)常 務理事兼事務局長今村茂雄氏(前 日本IBM社)

の主脳陣を擁し,第1期 中央研修所運営委員会の委員長

であった森口繁一理事を基本問題委員会の委n長 として

精ノJ的に10川 胴講をめざして準備中である。同センター

の概要および本年度の教育実施計画は次の通 りである。

勾

金

業

1

2

3

4

基

事

5

6

7
.

10億300万 円

上級情報処理技術者の養成

情報処理部門管理者の養成

情報処理技術者を教育する者の養成

上記養成事業実施のための諸施設の整備

上記養成事業に関する調査研究

上記養成事業に関する広報 ・普及

その他養成に関する建議,外 部協力など

研 修 コ ー ス

設 置 コ ン ピ ュター

FACOM230モ デ ル35

内 部 記 憶98Kバ イ ト,0.5μs/2バ イ ト

磁 気 テ ープ 装 置2台,デ ィス クパ ック2台

予 算(1970年 度)

建 設 費 関 係1億9,120万 「[」

事 業費関 係1億9,170万 円

⑱

コ ー ス 名 称

シ ス テ ム ・エ ン ジ ニ ア ・ コ ー ス

シ ニ ア ・プ ロ グ ラ マ ・コ ー ス

管 理 者 コ ー ス

イ ン ス トラ ク タ ・コ ー ス

計

今後のスケジュール

ク ラ ス 数

1

ー

ワ
匂

2

時周
延

4
・
6

1ク ラス定 員

30人

30

20

30

定 員総 数

30人

30

40

60

160人

1ク ラ ス

研 修 時 間

600時 間

600

150

300

標 準
研 修 期 間

6ヵ 月

6ヵ 月

2ヵ 月

3カ 月

昭和45年6月 募集要領決定
一

7月 い 徽 付開始
8月

一 一

1募 集綱

9月 選考および受講者決
・

1明

皿

開 講,第2回 管理者
.-

12月

一

1同 上・一項 縮 決一・

昭和46年1月

一

1第2回 ・ ン ス トラ クー

2月

・

第2回 管理 者コース

3月
{46鞭 瀦 お・び受・一

インス トラクタ各Qコ ース応 募受付 開始

46年 度募集要領決 定

46年 度募集開始

46年 度募集締切

※ 多少の変更が あ ります。 ご注意下 さい。
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研〔 司

中 堅 企 業 のMIS構 造

三
-

三
三
三

{

三
=
一≡
1

三
三
三

8

三
=
一三

f

三

経営情報システム(MIS)の 研究開発の一環 として

昭和44年 度は,製 造業の中堅企業におけるMISに 主点

を置いて,MISの 現状,MISの あ り方等の定性的な

研究とともに,定 量的なアブnr－チとして3種 類の標準

業形態の組み合わせによるモデルを構成した。

この結果は,報 告書 「中堅企業のMIS構 造」として

取 り纏めた。

MISの 構 念 を どの よ うに抱 え るか は議 論 の有 す る と

こ ろ で あ るが,こ こで は,MISを 経 営 者 の仮 説 を検 証

す る シ ス テ ムで あ る と考 え,経 営 者 に一 般 的 な性 格 が な

い以 上,一 般 的 なMISは あ り得 な い とし た。 その 結 果

MIS構 成 の 第 一 歩 は,経 営 者 の 要求 に応 え る分 析 を レ

ポ ー トす るデ ー タ処 理 シ ス テノ・を構 成 す る こ とで あ る こ

と と し,ま た,そ の様 な要 求 に応 え得 るデ ー タ処 理 シ ス

テ ム と して,デ ー タ ・マ ネ ー ジ メン ト ・シ ス テ ムが 有 望

で あ ろ う。

中 堅 企 業 の コ ン ピ ュー タ利 用 は,中 小企 業庁 が 昭 和44

年8月 に 調 査 し た結 果 か ら見 る と,事 務 デ ー タ処 理 の ウ

エ イ トが 高 く経 営 管 理,計 画 業 務 へ の 利用 が低 いが,多

くの経 営 者 は経 営 体 質 の 改 善を指 向 して コン ピュ ー タの

高 度 利 用 を計 ろ うと して い る。 しか しな が ら,資 金 面,

人 材 而 の制 約 が 大 企 業 の 場 合 よ りも大 き くMIS化 へ の

道 も険 しい もの が あ る。

この た め,中 堅 企 業 の 今 後指 向 すべ き方 向 とし て

(1)高 性 能 な 大 型 電 子 計 算 機 を共 同 利 用 す る。

(2)汎 用 モデ ュtr－ル ・タ イ プの シ ス テ ム及 び 適 当 な デ

ー タ ・マ ネ ー ジ メ ト ・シ ス テ ムの 採 用 を あげ られ よ

う。

MISに つ い て,こ れ を定 量 的 に フ ォロ ーす る ため,

(1)大型 製 品 の 受注 組 立 企 業,{2)ij・型 製 品 の 受 注 組 立 企 業

㈲ 部 品 加工 企 業 の モ デ ル工 場 を考 え それ ら各 工 場 の 業 務

を書 き出 し,標 準 業務 形 態 とい う思 想 を導 入 し て,3種

類 の 標 準業 務 形 態 の組 み合 わ せ と して モ デ ル を構 成 し さ

らに デ ー タ処 理 シ ス テ ム と して

≡
8

三
≡
三

{

三

一三
1

…

三
8

三
≡
一三
ー

二

(1)中 堅 企 業 が 単 独 利 用 可 能 な機 種 は,コ ス ト的 に考

え て,小 型 機 な い し中 型 機 の 小 で あ る。

(2)利 用 業 務 の トー タル 化 を はか る時 に は,多 目的 フ

ァイル の 利 用 が 必 要 とな り,中 型 機 以 上 の ラ ンダ ム

・ア クセ ス ・シ ス テ ム の採 用 が 必 須 で あ る。

(3)マ ル チ ・プ ログ ラ ミング 機 能 の 採 用 は,大 幅 に コ

ス ト ・パ フ ォー マ ン ス を改 善 す る。

(4}し たが って,中 堅 企 業 がMIS化 を指 向 す るな ら

ば,中 型 機 が 利 用 で きる様 な,何 らか の方 法 を講 じ

る必 要 が あ る。

経営情報システムの全体像

特殊 ケー スの要 求一 中

その時 に必要__
な情 報の 要求

毎nの_一.

デ ー タ

決定 を助 け る
レポー ト

要 求 され た
レポー ト

決 っ た
レ ポ ー ト

つ ぎに 主 と して標 準 業 務 形 態1に つ い て コ ス ト ・パ フ

ォー マ ンス の 費用 ・効 果 分 析 を行 な った。 そ の結 果,フ

ァイル 処 理 中 心 の処 理 形 態 を考 え る と,必 ず し も一 義 的

に機 種,若 し くは,規 模 を決 定 す る積 極 的 な理 由 づ け は

で きなか った。 そ の た め に は,厳 密 に パ フォ ー マ ン ス を

判 定 す る種 々の形 態 の標 準 問題 が設 定 きれ,か つ そ の結

果 が 公 開 され る必 要 が あ ろ う。

◆

⑲

、
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◎

勺

Il川1業務内訳

ili'|lt|i

経 理8。1久,

8.8%

労 務管理

15.7%

営業管理

31.496

ー
」・
/
O

F
㌦

θ
/

守

6

ヨ

ぱ

生

＼

中小企業庁調べ

ご 最 後 に,共 同利 用 の 現 状 と問 題 点 を調 査し,そ の結 論

とし て,大 型 コ ン ピ ュ ー タ を中 型 企 業 に提 供 す る計 算 セ

ン タ ーが 設'置 ・運 営 され る には 多 くの 難 しい 問 題 が あ る

の で,第3者 機 関 に よ る オ ー ガ ナ イザ ーの 設 立 が 望 まれ

るG

結 論 とし て,わ れ わ れ はMISを マ ン ・マ ン シ ・シ ス

テ ム と定 義 し,最 初 のMを マ ンで,次 の1を マ シ ン とい

う様 に 区分 け し た。 その結 果 と して,問 題 は 明確 化 し

た。 す な わ ち,

(1)ト ー タル ・シ ス テ ム を定 義 す る。

(2)ト ー クル ・シス テ ム を細 分化 し,標 準 的 な 事務f-一

続 きの組 合 わせ で 表 現 す る。

(3)標 準 的 な事 務 手続 きの コス ト ・パ フォ ー マ ンス を

各 種 の コ ン ピュ ー タ ・シ ス テ ム に お い て測 定 す る。

(4)そ の様 な トー タル ・シ ス テ ム の適 当 な集 合 を考 え

そ の集 合 に対 し て適 当な コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム を

考 え て,コ ス ト ・パ フオr－マ ンス を測 定 し,{3)と 比

較 検 討 す る。

この 様 な ス テ ップ で検 討 す る中 に,デ ー タ ・マ ネ ー ジ

メン ト ・シ ス テ ノ、で 代 表 され る新 らしい デ ー タ処 理 ソフ

トウ ェアの 位 置 づ け を し,且 つ意 味 づ け を す る事 が で き

る と考 え た。

しか し,わ れ われ は その 試 み に十 分 に成 功 した もの と

は 思 って いな い 。 その 最 大 の 難 関 は,厳 密 に パ フォ ー マ

ン ス を測 定 す る た めに 必 要 な だ け の標 準 問題 が設 定 され

て いな か っ た こ とで あ り,デ ー タが人 手で きな か った事

で あ ろ う。 コ ン ピ ュ ー タ ・ユ テ ィ リテ ィーが 激 し く多 様

化,複 雑 化 して い る現 在,コ ン ビ》ユ一 夕 ・シ ス テ ム と し

て の エ フ ィシ ェン シ ー を知 る こ とが 重 要 で あ るの は い う

ま で もな い。

わ れ わ れ は コン ビ三。一 夕 ・シ ス テ ム と して の エ フ ィシ

ェン シ ー を,ユ ーザ の ニ ーズ に 即 し た形 で 知 り得 る様 な

測 定 デ ー タを 完 備 す る必 要 を強 く指 摘 す る。

ま た トーeタル ・シ ス テ ム化 ナーる た めに は,フ ァイル が

一 元 化 され な けれ ば な らな い。 フ ァ・イル を一 元 化 す るた

め に は,大 型 の コ ン ピュ ー タが 必 要 で あ る。 しか し,そ

の た め の経 費負 担 に 耐 え得 な い 中!竪企業 は,機 械 化 に お

け る大 企 業 との ギ ャ ップ を ます ます 大 き く され て い る。

この こ とが 将 来 の 中 堅 企 業の 体 質 に 与 え るで あ ろ う影 響

は,甚 だ大 きい とい わね ば な る まい 。 その 様 なll遮 を防

ぐ意 味 合 い にお いて も,第3者 に よ る共 同利 用 の 体制 力s

シ ョンは 重 要 で あ ろ う。 経 営 に対 す る助 言 が で きる ス タ

ッフ と,強 力 な ソフ トウ ェア と,大 型 の コ ン ピ ュ ー タ を

持 つ オ ー ガ ナ イザ ー の 出現 の必 要 性 を指 摘 し たい 。

● ● ●
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惨 準 化

デー タ・コー ドの体 系 化 調 査 とJIS原 案 の作成

情 報処 理 の適 用 分 野 の 拡 大 に と もな い 効 率 的 な 情 報 処 理 の た め に,コ ン ピ ュー タの ハ ー ドウ ェア,ソ フ

トウ ェア,関 連 機 器 との イ ン タ ー フ ェ イス お よび情 報処 理用 デ ー タ コー ド等 多 くの事 項 に つい て標 準 化 を

要 す る こ とは 今 更 多 言 を要 しな い と ころ で あ る。 当財 団 で は,昭 和44年 度 事 業 とし て デ ー タ ・コ ー ド標 準

化 体 系 に関 す る調 査 と工 業 技 術 院 か らの委 託 に よ り工 業標 準(JIS)原 案 の調 査 作 成 を行 な っ た。

デー タ ・コー ド標 準 化体 系 に関

す る調 査

情 報処 理 の進 展 と と もに,デ ー タの 相 互 交 換 や共 同利

用 が ま す ま す促 進 きれ る こ とが 容 易 に 予想 され るが,将

来 の 自然 語 に よ る処 理 の段 階 は と もか くと して,現 時点

で は,デ ー タの コー ド化 に よ る情 報 処 理 が 最 も能 率 的 で

あ る。 事 実,多 くの事 業 体 や団 体 で は デ ー タの コ ー ドを

設 定 して い る こ とか ら もこ の こ とが 裏 付 され る。

デ ー タ ・コー ドの標 準化 は,デ ー タの 相 互利 用 の た め

に,最 も利 用 度 の 高 い デ ー タに つ き標 準 の デ ー タ ・コ ー

ドを設 定 し てお くこ とが,わ が 国 の情 報 処 理 全 体 か ら得

策 で あ り,ま た,需 要 者 個 々 に わ い て も便 宜 を もた らす

もの で あ る と考 え られ る。

当財 団 で は,こ の よ うな考 え の も とに,デ ー タ ・コ ー

ド標 準 化 体 系 調 査委 員会(委 員長 安 藤 馨 富 士 通 フ ァコ ム

社 長,委 員24名)を さ らに そ の下 に2つ の専 門 委 員 会 を

設 け,ま ず,コ ン ピ ュ ー タ ・ユ ー ザt・'"約700社 に 対 し,

デ ー タ ・コ ー ド化 の現 状 とデ ー タ ・コー ドの 標 準 化 に 対

す る意 見 を ア ン ケ ー トで 求 め,(回 答320社),次 い で こ

の調 査 に も とづ き,ISOを 中 心 とす る海 外 の 標 準 化 の

現 状 調 査 と と もに,わ が 国で のデ ー タ ・コ ー ドの 標 準 化

に対 す る考 え方 を報 告 書 「デ ー タ ・コ ー ド標 準 化 体 系 調

査 」 と して取 り纏 め た。

ア ン ケ ー トは,調 査 委 員会 が 多 くの デ ー タ ・コ ー ドの

うち,標 準 化 を要 す るデ ー タ コー ドと して 第1表 の2項

目に該 当 す る もの75の デ ー タ を選 び,こ れ に つ い て,コ

・・ド化 の現 状 と標 準 化 の 希 望 の 有 無 を質 問 し第2表 に示

す 回答 を得 た。

調 査 委 員 会 で は,こ の結 果 か ら,JIS化 に つ い て の

必 要 性 お よび 緊 急 性 な らび に 技 術 的 な 実 現性 の点 の可 否

を総 合 的 に 判 定 した。

この 結 果 早 急 にJIS化 を希 望 す る もの とし て は,

国名,都 道 府 県 ・市 区 町 村,住 居 表 示,元 号,日 付,

時 刻,個 人,性 別,血 液型,続 柄,学 歴,職 業,職 種,

職 階,職 能 技 能,事 業 体(官 公 庁,学 校 研 究 機 関,企

業,銀 行金 融機 関,事 業 所,病 院),産 業,企 業 形 態,

計 量 単 位,材 料,商 品,土 地,輸 送 機 種 ・船 穂,建 築

物 計29件

ら

標準化を要す るデー タコー ド

1

2

3

4

5

6

7

全国的に一義的に統一す る必要 がある もの

コー ド構成桁 数の うち共通 部分 を全国的 に調整す る ことで メ リッ トの大 きい もの

コー ドの相互交換の基準 を全国 的に調整 する必要の ある もの

全国的 システ ム化実施のためにデータコー ド標準化の緊急性 を要す る もの

情 報把握基盤 が全 国的共通性 を有 しデー タコー ド標準化の緊急性 を要す る もの

部分的標準化が実現 せ られつつあ り,標 準化方針の確立が遅延す ると将来混乱 を招 く恐れのあ るもの

対象が比較 的明確 で標準 化の実施 が容易 であ り,情 報交換,共 同利用等に際 して便益が比 較的得やすい もの
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第1表 デー タ ・コー ドに関する標 準化体系調査結果
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47
卜

8規 格i1規 格 ・統 計 ・図 番 ・1・ ・i 1×

}
× ○ D

48 12製 品 検 査 ..引
67i

1×}「-「

×
『 一ー 一

× D
－ 　 .一 .一 」-》r-一 》.一 「 T・ 一 品一 ・ 一一 一ーー一 　 一. 一 ー 一.一 ー一

49 9物 品 1材 料 82 14 92 25 55 26 ○ ○ ○ A

50 2商 品 273 3 ユ15 18 76 19 ○ ○ ○ A

51 3用 途 28 30 68 33 28 33 ○ ○ × B

52 4設 備 21 34 × × × D

53 5」 二 地 ]5 39 ○ ○ ○ A

51 6製 造 法 37 36 4 31 20 37 ○ ○ × B

55 7商 品 銘 柄 53 19 61 35 32 31 ○ ○ × B

56 8輸 送搬n・ 船穂
1;

・ 一 重L
;{

一 一一 　L一

○ ○ ○ A

57]・ 雁 ∋1

一・

勤 メイジテナ
一 一

6
一 ・ 一.」 ・{

　げ

54「.・.1
1× × 川 ・一.一・・.一 〔一 一「 ....一 一一

58 11建 設 1建 築 物 42 22 82 27 42 27 ○ ○ ○ A

59 ・ 嘉木繰 工輔
一.・

24 31 × × × D
.一 〔一 _}一 一'一}}一}.

60 12交 通 1路 線 10 46 × × × D

61 2鉄 道 駅 名 14 41 8/ 29 40 28 × × ○ D

62 ・ 渠湾わよび空港 15 57 60 37 22 35 ○ × ○ C

63 ・ 麟 方法および 41 21 × × × D

61 5乗ll〔 券 種 別 8 50 × × ○ D

65 6郵 便 種 別
一・一 斤 ー ー-「

5 57 × × ○ D
. .'r　 一 一 「

66 13保 険 ・災 害 1保 険年金種別 38 23 × × ○ D

67 2災 害 8 50 × × × D

68 3担 保 種 類
丁.一一^^-「 〒 一.一 ・

8 50 × × × D

・;1.rlr医 … 療1病 名 171 361 1 ・1・ ・ D
一 - 一 一一 .

70 ]5情 報 1図 書 分 類 8 50 71 31 23 34 ○ × ○ C

71 2新 聞 0 72 59 38 18 38 × × ○ D

72 3工 業 所 有 権 9 49 49 40 13 39 × × × D

73 4カ ナ 文 字 13 42 120 17 89 14 × × × D

74 5伝 票 様 式 16 38 × × × D

75 ]6法 律 1法 律・政 令・省令 2 ㌘ × × × D

(註)

〔1)必 要性:JISと して必要か どうか。

〔2)緊 急性:JIS化 が緊急 を要 するか,ど うか。

(3)実 現性:社 会的,経 済的な問題は別に して技術的に実現可能か,ど うか。

を各コー ドご とに検討 しナこのが,第1表 の判定の部分であ る。 ここで 「区分」の欄A,B,Cお よびDは 次 のよ うに決 めた。

性要

○

○

○

×

必 緊急性

○

○

×

×

実現性

○

×

○

×

分

A

B

C

D

区

この場合必要性 の問題 を考え るときの判断 資料 として,他 の コー ドとの関連性の有無お よび コー ドの利用範囲が限 られた社会 の

み に限定 され るよ うな部分性 の有無 について,そ れぞれ検討 を行ない,そ の場合判断 よ り必要性 の有無 を決めた。

A:必 要性,緊 急性,実 現性 ともにあ り,早 急にJIS化 を希望 す る もの

B:必 要性,緊 急性 ともにあ り,早 急 にJIS化 を希望す るのが技術的にむつか しいので早い時期か ら調査研究 の必要が あ

る もの

C:必 要性,実 現性 はあるが,早 急 にJIS化 す る必要のない もの

D:現 時点 では,あ ま り必要性 のない もの,た だ し将来見 なお しをす る必要 はある。

一24一
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工業標準原案の(JIS)作 成

工 業 技 術 院 よ り,当 財 団 が,昭 和44年 度 工 業標 準(J

IS)原 案 の調 査作 成 を受 託 し たの は,産 業 コ ー ド,通

信 線 の モデ ム と通 信 制御 装 置 との イン タ ー フ ェ イス,伝

送 回線 上 の キ ャ ラク タ構 成 と水 平 パ リテ ィの 川法 の 計3

件 で あ る。

産 業 コ ー ド

JIS原 案作成交員会(委 員長 安藤馨 富上通 ファ

コム社長 委員11名)

1.適 川 範 囲 この規格はデータ処理機械を川いて

機械と機械,機 械と人との間で情報を交換する場合の

産業コー ド(以 下コードとい う)に ついて規定する。

2。 用 語 の 意 味 この規格で川いるお もな用語の意味

は次の通 りとする。

ω データ処理機械 事務分野おまひ技術分野にわけ

るデt-一夕を処理するための装置で電子計算機をlll核

とする各種機械 をい う。

{2}産 業 日本標準産業分類に含 まれている

産業をいう。原則 として,事 業所において業 として

行なわれる経済活動 をい う。教育宗教,公 務,非営利

団体などの諸活動は産業分類における従来の伝統お

よび国際的慣行に従ってここでは産業に含ませ る。

図1コ ー ドの 構 成

は批口⑪魁
小

一ー一糸

A
因

3

装

置

繊
細

星

列

4

コ ー ドレ)種類 コー ドは 次 の4種 類 とす る。

大 分 類 コ ー ド

中 分 類 コ ー ド

小 分 類 コ ー ド

細 分 類 コ ー ド

コー ドの構 成 大 分 類 コ ー

2043ま た は

'工業
小

毛織物業

scjl2桁 の ア ジ ビヤ 数字

ま た は1個 の英 文 字,IIT分 類 コ ー ドは2桁 の ア ラ ビヤ

数 字,小 分 類 コー ドは3桁 の ア ラ ビ ヤ数 字,細 分 類 コ

ー ドは4桁 の ア ラ ビヤ数 字 と し図1の よ う に 構 成 す

る。

5.コ ー ドv)使 川 法 コ ー ドの使 川 法 は 次 の 通 りとす

る。

5.1ニ ノ＼フ↑ま頁コー ドとllり)づ∬iコー ド,ノ」、フ)・ま頁コ ー ドま

た は 剤1ヒ分炎∬コー ドとをOi:Jl]す るノ」靴去。

例:大 分 類 コー ドと中分 類 コー ドとの併 用

0620ま た はF20製 造 業,繊 維 工 業

大 分 類 コー ドと小 分 類 コー ドとの併 用

06204,}〔 ノこlLF204製}五 菜i,糸蔵‖勿』竺

大 分 類 コー ドと細 分 類 コ ー ドと の併 用

062043ま た はF2043製 造 業,毛 織 物 業

5.2大 分 類 コー ド,中 分 類 コ ー ド,小 分 類 コー ドお

よび細 分 類 コー ドを それ ぞオし単 独 で 仙 川 す る方法

例:大 分 双 コー ド06ま た はF製 造 業

中分 類 コー ド20繊 維 ⊥ 菜

ノJ、フ)'類コー ド204糸 褒4勿着㌃

糸IIIJ')'‡S'(二∫一 ド2043三{…,k哉4勿 業

6.コ ー ド コ ー ドは次 の 通 りとす る。

NNNN6.1大 分 類 コー ド

日

業

F
因
螢ヒ

出
ソ

2043

山
繊維工業 小

織物業 細
毛織物業

一25一

1

2

3

4

5

0

0

0

0

0

6

7

8

9

0

0

0

0

0

1

ま た は

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

A農 業

B林 業,狩 猟業

C漁 業,水 産業殖業

D鉱 業

E建 設業

F製 造業

G卸 売業,小 売業

H金 融,保 険業

1不 動産業

J運 輸通信業
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11〃K電 気,ガ ス,水 道 業

12〃Lサ ー ビス業

13〃M公 務

14〃N分 類 不 能 の 産 業

6.2中 分 類 コー ド,小 分 類 コ ー ド,細 分 類 コー ド

(省 略)

通信線のモデムと通信制御装置

との インターフェイス

JIS原 案 作 成 委 員 会(委 員 長 米 沢 威 行 日本 電 信

混 諸 公 祉 デr-一夕通 信 本 部 調 査役,i委 員17名)

1適 用 範 囲 この 規 格 は デ ーータ伝送 に お け るモ デ ム

と通 信 制 御 装 置 間 お よび モデ ム とデ ー タ端 末 装 置 間 のデ

ィジ タル2進 直 列 デ ー タ,制 御信}」,タ イ ミン グ 信IJ'

の 伝 送 を行 な うた め の イン ター フ ェイ ス に つ い て規 定 す

る。

2適 用 条件 この規 格 に お け るデ ー タ伝 送 を行 な う

た めの適 用 条件 は,つ ぎの とわ りで あ る。

(1)同 期 方 式

同 期 式 お よび 調 歩 式 デ ー タ伝送 。

(註)

同期式

どの2つ の有意瞬間を とって も,そ の間 隔が単 位間隔の整

数倍であ る同期 の一形式 をい う。

調歩式

手信号に対応 する個 々の符 号(エ レメン ト群)に 対 して,

ス ター ト信 号(エ レメン ト)お よびス トップ信号(エ レメン

ト)を それぞれ先 行および後続 させ るよ うな同期 の一形式を

い り。

{2)回 線

2線 式 また は4線 式 の 直通 専用 回線,多 分 岐 専 用 回

線 お よび 交 換 回 線。

㈲ 接 続 用 ケ ーブ ル

モ デ ム と通 信 制 御 装 置 間 あ るい は モ デ ム とデPタ 端

末 装 置 間 に接 続 用 ケ ー ブル を用 い て い る もの。

(4)デ ー タ信 号 速 度

デ ー タ信号 速 度 は(検 討 申)ビ ッ ト秒/以 下

㈲ 分界線

電気的およぴ機械的特性を定めるための分界線は図

1の 個所とする。

1距 制御装置

または

データ端末装置

ラ 用ケーブル コネくク
{

十

モデム

ぷ
一

分界線

3以 下用語の説明,電 気的特性,相 互接続回路,使 用

回路機械的特性については省略。

伝送 回線上 のキ ャラ クタ構成

と水平 パ リテ ィの用 法

JIS原 案作成委員会(委 員長 米沢威行 日本電信

電話公社データ通信本部調査役,委 員17名)

1適 用範囲 この規格は,デ ータ通信システムにお

いてデータの送受信を行な う場合のデータ伝送回線上の

キャラクタ構成と水平パ リテ ィの 用法 について 規定 す

る。

2適 用条件 この規格におけるデータ伝送を行なう

ための条件は,つ ぎのとお りとす る。

ω 符号構成

JISC6220(情 報交換用符号)に 規定する7単

位符号。

② 符号の伝送形式

デ ィジタル2進 直列の調歩式および同期式。

(3}デ ータ信号速度

50,100,200,600,1200,2400ビ ット/秒

3伝 送回線上のキャラクタ構成

伝送回線上のキャラクタ構成は,つ ぎのとお り とす

る。

3.1調 歩式の場合

(1)キ ャラクタの長 さ:調 歩式における1キ ャラク

タは,調 歩符号を付加して10単位 とする。(図1

一26一
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●

参 照)

(2}ス タ ー ト ・エ レ メ ン ト:ス ター トエ レ メン トは

状 態Aに 対 応 す る当 該 デ ー タ信 号速 度 の1単 位 長

とす る。

㈲ ス トップ ・エ レ メ ン ト:ス トップ ・エ レ メン ト

は,状 態Zに 対 応 す る 当該 デ ー タ信 号速 度 σ)1単

位 長 とす る。

{4}キ ャ ラク タ間 隔:キ ャ ラク タの ス トップ ・エ レ

メ ン トの終 りか ら次 の キ ャ ラク タの ス タ ー ト ・エ

レ メン トの 始 め ま で の間 隔 は,任 意 とす る。 その

間 隔 の信 号 極 性 は,ス トップ ・エ レ メ ン トの極 性

と同 じ とす る。

た だ し,受 信 側 は キ ャ ラ クタ間 隔が ぜ ロで も11

し く受信 で き る こ とが必 要 で あ る。

3.2周 期 式 の場 合

(1)キ ャ ラク タレ)長iさ:liil;V]式(CJ,」け る1キ ャ ラ ク

タは,)tcllillパリテi・ ビ ッ トを付 け た8単 位 とす

る(図2参 照0。

(2}キ ャ ラ ク タ間 隔:キ ャ ラク タの終 りか らつ ぎの

キ ャ ラ ク タの始 め ま での 間 隔 は,ゼ ロ また は 当 該

デ ー タ信 号速 度 に お け る1単 位 長 の倍 数 とす る。

キ ャラ ク タの 同期 状 態 を保 持 す る必 要 が あ る場

合 は,ゼ ロ また は1キ ャ ラ ク クの長 きの 倍 数 とす

る。

{3}キ ャ ラ ク タ間 隔 の パ リ テ ィ検 出:キ ャ ラ クタ間

隔 と して キ ャ ラ ク タの長 さの倍 数 を伝 送 す る と き

は,必 要 に応 じて パ リテ ィ検 出 を行 な う こ とが で

きる。

4以 下,用 語 の 説 明,水 平 パ リ テ ィの用 法 に つ い て は

省 略

図1調 歩式にお ける伝送形式

スター ト b1 b2 b3 h4 b5 b6 b7 bp ス トップ ス ター ト b1

調歩式の1キ ャラクタ ●

● 時間

●

匂

図2同 期式における伝送形式

.

bp b1 b2 b3 b4 b5 b6 b7 bp b1 b2

一 同 期式 の1キ ャ ラク タ

●

、

時聞
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1啓蒙普及活動

映画 「経営とコンピュータ」完成

己 .拓

コ ンlfユ 一一ク 利 」目}こ よ る 涙i行 手 狽II

中 小 企 業の 経 営 者 方Jlび 管 理K'を 対 象 と して,広 く情

報 処 理 知 識 の 啓}多智%及 を図 る たソ)に,当 ‖イ団 で は,映 画

1経 営 と コ ン ピ ュー タ」 を作 成 した。 この映 画 は,コ ン

ピ ュ ー タの 利用 を如 何 に進 め た ら良 い か とい う点 に主 眼

を お き,次 の 構 成 か らな って い る。

1第1部 は,杉 山商 店 とい う食 品 卸 売 店 が,得 意 先 の大

宮 商 店 の倒 産 に 直 面 し,緊 急 重役 会 議 を開 き,な ぜ事 前

に予 知 で きなか ったか を検 討 して い る。 この会 議 で 問題

とな って い る の は,得 意 先 別 売 上 実 績 と売 掛 金 お よび入

金 と未 収 入 金 残 高 等 の集 計 の 遅 れ を如 何 し た ら 早 く把 握

で き るか とい うこ と で,そ の ～ 手段 と して,コ ン ヒ。ユー

ク の利 用 と その 効 果 の 検 討 が 決定 され た。

第2部 は,販 売 管 理,生 産 管 理,数 値 制 御 わ よび設 計

計 算 等 の コ ン ピ ュ ー タの 利用 例 の 紹介,ま た コン ピ ュー

タ の 自社 導 入 と計 算 セ ン タ ーの利 用 の得 失,さ らに 自社

導 入 の手 順 につ い て 解 説 して い る。

第3部 で は,杉 山 商 店 が,コ ン ピ ュ ー タ導入 後1年 を

経 過 し,導 入 前 に比 べ て,事 務処 理 が どの よ うに改 善 さ

れ た か を解 説 し て お り,従 来 担 当 部 門 ご とに持 って い た

売 上,入 金,売 掛 金 等 の 台 帳 が 磁 気 テ ープ に記 録 され一

元 化 され,入 金 の チ ェ ック,未 収 入 金 残 高 等 の 情 報 が 即

座 に入 手 で き るよ うに合 理 化 され た状 況 が 紹 介 きれ て い

る。

最 後 に経 済 の 国際 化 お よび 情 報 化 時 代 へ の 指 向 に 当 た

って,こ れ か らの経 営 者 は,コ ン ヒ。ユ一 夕の 利 用 に よ り

「1[務の合 理 化 を図 り
,企 業 体 制 を着 実 に 築 き上 げ てい く

こ とが大 きな 課題 で あ り,百 要 な こ とで あ る こと を強 調

して 完結 して い る。

な お,こ の映 画 は,当 財 団が 行 な うシ ン ポ ジ ウ ム,各

種 説 明会 等 に お い て,一 般 啓 蒙 用 と し て使 用 す るほ か,

希 望 が あ れ ば,一 般 へ の貸 出 し或 い は,プ リン ト代 等 の

実 費 を以 て頒 布 い た します 。

スラ イ ド 「や さ しい コボ ル」 完 成

この ス ラ イ ドは,先 に作 成 され 好 評 裡 に 頒 布 きれ て い

るス ラ イ ド「や さ しいFORTRAN」 等 に 引 きつ づ き,情

報処 理 知 識 の 啓 蒙 普及 を 「1的と し た 視聴 覚 教 材 シ リ・一ズ

の1つ として 製 作 し た もの で,プ ログ ラ ミング の 初 心者

が 約30時 間 の 講 義 お よび 演 習 でCOBOL(コ ボ ル)に

よ る プ ログ ラ ムの 作 成 技 術 を体 得 す る こ とを ね らい と し

てい る。

■ この ス ラ イ ドの 特 長

1.プ ログ ラ ミン グ,計 算 機,数 学 な どの 知 識 の ま った

くな い初 心 者 を対 象 と し,.や さ しい処 理 か ら順 次 に解

説 して い る。

2.は じ め に,や きしい 例 題 の ま と ま った プ ログ ラz、が

お よび復 習 の た めの 練 習 問 題 が あ る。 練 習 問題 は,例

題 プ ログ ラム を な ぞ って 書 い て い けば,し ぜ ん に 完成

す る。

3.例 題 の プ ログ ラム と練 習 問 題 とは,実 際 の 仕 事 の プ

ロ グ ラ ムに 応 用 で きる よ うに,基 本 的 な パ ター ンを選

ん で あ る。_

4.実 際 の事 務 処 理 の 大 きな流 れ の なか で,そ の プ ログ

ラ ムの位 置 づ け と,一 つ の プ ログ ラムの な か で の 各 命

令 の は た ら きが詳 細 に示 され て い る。

5.ス ラ イ ドに あ わ せ て,録 音 テ ープ と教 科 書 とが あ り,

自習用 に も,学 校 や社 内 での 研 修 用 に も,好 適 な 教材

で あ る。

6.コ ボ ル規 格 に厳 密 に あわ せ てあ り,ど の コ ン ビ ュー

一28一
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夕に もそ の ま ま適 用 で き る。 これ ま での どの 教 科 書 に

も説 明 して い な か った事 項 も入 ってい る。

7.ソ ー ト(分 類),リ ポ ー トラ イ タ(報 告書 機 能)
,ラ ン

ダ ム ・ア クセ ス(乱 呼 出 し)に 重 点 を才」い て 構 成 して

あ る。

■内 容

第1講 分 類

第3講 報告書

第5講 条 件

第7講 乱呼び出し

第2講 ファイル」vt'p成

第4講 計 算

第6講 反復計算

第8請 願呼び出し

ス ラ イ ドお よ び 映 画 の 頒 布

●

忙

ス ラ イ ドお よび 映 画

や さ しい コボ ル(ス ラ イ ド)

頒 布 価 格

一 般 賛助会ほ

ス ラ イ ド46,00041 ,000

'OE
」

要

テキ ス ト 550 450

222コ マ,テ ー プ 付 き

1経 営 ・・ンピ・一期 画)
』 55,000 50,000

〉 一 一

16%カ ラー,27分

※ 貰 聞 岨 … ・貸 出 料 は ・1日 に つ きス ラ イ ド1 ,000Fi」(賛 助 会 員800円)1畑4,5001・ 」(£鋤 鍋4 ,000i・J)

7頁 よ り続 く

匂

この よ うな状 況 下 に あ ってIBM価 格 分 離 の持 つ意 味

は 極 力て大 きい と言 わね ばな らな い。 ユ ーザ ー,ソ フ ト

ウ ェ ア会社 筋 の見 方 で は全 体 と して30%ぐ らい の 値 上 げ

に な るだ ろ うとみ て お り,こ れ が ユ ー ザ ー の コ ン ビ㌧、一

夕利 用 コ ス トに大 きな負 担 に な るか もしれ な い。 しか し

全 体的 に み れ ば コ ス ト ・パ フ ォー マ ン ス に対 す る評 価 が

厳 し くな る結 果 スペ シ ャ リイ テ ィ外 部 サ ー ビス企 業 に対

す る利 用 が 高 ま る と も言 わ れ て い る。 す な わ ち フ ァシ イ

リイ テ ィ ・マ ネ ー ジ メ ン トとか タ イム シ ェア リング ・サ

ー ビ ス各 種 情 報 提 供 サ ー ビス な どに対 す る需 要 が 高 ま る

と い うこ とに な るだ ろ う。

ヨ ー ロ ッパ は ア メ リカ とは大 きく事 情 が 異 な る。 現 在

ヨ ー ロ ッパ 各 国 の 直 面 す る大 きな 問題 は いか に して ア メ

リカ企 業 か ら国 内 市場 を奪還 して 国産 コン ビ、、一 ク を育

成 す るか とい うこ とで あ ろ う。 ま た1国1企 業 の ソ クを

越 えて コ 一 回デ ー タな ど ヨー ロ ッパ各 国間 の イ ン タ ーナ

シ ョナル な 企 業 お よび超 大 型 機 共 同 開発 プ ラン な どが 論

議 に の ぼ って い る。 東 欧 圏 に つ い て は ソ連 は西 側 との コ

ン ピ ュー タ ・ギ ャ ップ を 明確 に認 め て お りRJADプ ロ

ジ 、。ク ト,ASVTプuジ ェク トな どコ メ コ ン体 制 を挙

げ て の キ ャ ッチ ・ア ップ の道 を推 進 して い る。(以 上)

第3図 西 欧 主 要 因 の コ ン ピ ュ ー タ 設 置 状 況

1叫ドf'ノ5,250i;f・N・)i'tt4、150ii

GE1.6`',」

_.,膓 畿9"〕CDC磁 。"、 Σ1%・1;!!IGE33・1.
ハ 蹴 《

CI{..'2・2:'」
2.7f',、

ン ー メ ン ノ、

20.7%

3騨 θ 混

5甥6NCR2%

フ ランス3,650☆ 5.6㌦

一29一

その他18.5%

ユニ バ ック

1.7;'6

GE8.51'ら

ICL5,6:,」

IBM

65.71'Z

イ タ:Jア2,400☆ 一、子ノレ・ノクス1 .550r～

_㌻ 他眺GE・ ・…'1・ 岬 ・ ・煕 。3
13'・

＼1'㍉,3∵ ・','盟1吉1

シ←'ノ ン7.1.9■ ワ^'一 ハttt`J)'

NCR3・8〃 ・IBM2・6"

IBM688「ft51.8二,,
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米 国 に お け る ソ フ トウ エ ア 開 発 状 況 等

調 査 の た め の 当 財 団 職 員 を 派 遣

米 国 の主 要大 学 お よ び研 究 機 関 に お け る遠 隔情 報処 理

シ ス テム お よ び図 形 表 示 に関 す る ソ フ トウ ェ アの 研 究 開

発状 況 を技 術 的 な面 か ら』、1益す る た め,つ ぎに よ り職 員

3名 を派 遣 し た。

調 査 内容(調 査 結 果 に つ い て は,後 日報 告 書 を作成 ま

す。)

1.グ ラ フ ィッ ク ・シ ス テ ムの た めの ハ ー ドウ ェ ア構

成 と アプ リケ ー シ コン の性 質 に よ る その 有 効 性 の 諸

問題

2.グ ラ フ ィ ック ・シ ス テ ム開 発 上 の 問題 点 と今 後 の

実 用性 に 関 す る意 見

3.TSSに お け るグ ラ フ ィッ ク ・シ ス テ ムの実 用 性

とそ の 問題 点

4.大 規 模 なオ ン ラ イ ン ・シ ス テ ムお よびTSSに 才」

け るフ ァイル 構 造,イ ン タ ラ ク テ ィブ ・ラン ゲ ー ジ

・プ ロセ ッサ お よび オ ペ レー テ ィン グ ・シ ス テ ム の

相 互 関係

5.グ ラ フ ィッ ク ・シ ス テ ム の利 用 状 況 等

調 査 先

1

2

3

4

5

6

7

UnversityofUTAH

IIIinoisInstituteofTechnology

MassachusettsInstituteofTechnology

StateUniversityofNewYorkofBuffalo

Carnegie-MellonUniversity

LockheedGeorgiaCompany

NASA(NationalAeronauticsandSpace

Technology)

8.SDC(SystemDevelopmentCorporation)

ほ か に,SJCC(春 季 コ ン ピ ュ・一タ合 同会 議)に 出

席 した。

調 査 期 間 昭 和45年4月26日 ～5月17日

調 査 員

山 本 欣 子(当 財 団 開 発 本 部 開 発 課長)

山 烏 雄 嗣(当 財 団 総 務 部 」日吉課 主 任)

小 川 義 夫(当 財 団 開 発 本 部 開 発 課主 任)

ソ フ トウ エ ア お よ び オ ン ラ イ ン ・サ

ー ビ ス に 関 す る 調 査 の 委 託

当財 団 で は,か ね て よ りわ が 国 に お け る情 報処 理 お よ

び情 報 処 理 産 業 の 動 向 と影 響 に 関 す る調 査 を進 め て い る

が,こ の ほ ど,米 国 に お け る ソ フ トウ ェ ア業 界 の 実 態 分

析 お よ び西 欧 諸 国 にお け る オ ン ラ イ ン ・サ ー ビス の 理状

と今 後 の動 向 の件 につ き,米 国TheDieboldGroup,

Inc.お よびSEMA(MetraInternationa1)の2社 に

次 に よ り調 査 を委 託 した。(こ の調 査 結 果 に つい ては,

後 日 と りま とめ の うえ公 表 頒 布 の予 定 です 。)

調 査 項 目

a米 国 ソ フ トウ ェア業 界 の実 態 と分 析

(a)米 国 ソ フ トウ ェア業 界 の概 況

(b)米 国 ソ フ トウ ェア業 界 お よ び マ ー ケ ッ トの発 展

過 程

(c)大 手 ソ フ トウ ェ ア企 業 の現 状

(d)ソ フ トウ ェ ア製 品 の型 あ るい は マ ー ケ ッ トの型

に よ る ソ フ トウ ェア業 界 の分 類

(e)カ ス トマー ・サ ポ ー トの現 状

(f)ソ フ トウ ェ アの 開 発 お よび マt-"カ ッテ ィン グ に

お け る ア プ ロ ーチ

(9)ソ フ トウ ェ ア業 界 に お け る価格 構造

(h)ソ フ トウ ェ ア業 界 で企 業 が成 功 す るた め の条 件

(技 術 者 の 評 価,開 発 計 画 の重 要 性 な ど)

(i)ソ フ トウ ェ アの 最 近 の 動 向

b西 欧 諸 国 に お け る オ ン ラ イ ン ・"±・一ビス の現 状 と

今 後 の 動 向

(a)オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ムお よび サ ー ビス の概 況

(b)サ ー ビ ス を して い る機 関 とサ ー-tfス 内 容

(c)サ ー ビス を受 け てい るユ ーザ ーの 内 容(適 用 業

務 の特 色)

(d)西 欧 に お け るオ ン ラ インサ ・・ビス 市 場 の 予測

調査 対 象 国 英,仏,伊,西 独 の4カ 国

調 査委 託先

aお よびb(除 く仏 国)TheDieboldGroup,Inc.

b(仏 国 の み)SEMA(MetraInternational)

調 査委 託費3万 米 ドル

報 告 期 限6月 末 日
111t:titttlllleel"1`llllellllSSSItlllllllUellllIelltllltllllltllMIIIlHlllUltltllMtllllllll`1ltlM`ltt`11``IlltltltlllllllllllllMIIIt,tllMllltMllHllltlllllllHIMIIU`'1lllltlllllllltl`111llltHllllllltSlltlltllltl`ltMltlllllllFllltllltMM81lt`11111lllllHlllMtMl$IIll`11"`MITI|tltlllll
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JIPDECだ よ
(ジ プ デ ッ ク)

り

組織 規程 お よび組織 規 程施 行 細則 の一 部 改正 に ついて

昭和45年4月1日 付で標記の規程お.1:び施行細則の一部が次のとおり改正 された。

組 織 規 程 改 正 新 旧 対 照 表

現 －rそ

第2条 本財 団の事務局に次の2部 お よび本部 をお く。

ω 総 務 部

② 技 術 部

{3)電 子計算機運営本部(以 下 「本部」 とい う。)

第8条 電子計算機運営本部においては,次 の業務 を行な う。

ω 情 報処理方式おび プログラ人の研究,開 発普及な どに

資 するため電子計算機 を設置 し,こ れ を管理運営す るこ

と。

② ソフ トウエアの開発に関す ること。

(3}情 報処理サ ービスの実施な らびに コンサル テ ィングに

関す ること。

改 正

第2条 本財団の事務局に次の2部 お よび本部をお く。

川 総 務 部

② 技 術 部

{3)開 発本部(以 下 「本 部」 とい) 一。⊃_

第8条 本部 においては,次 の業務 を行 う。

ω 情 報処理方式 およびプ ログ ラムの研究,開 発普及な ど

に資 するため電 子計算機 を設 置し,こ れ を管理運営す る

こと。

〔2)情 報処理方式お よび ソフ トウエアの開発に関 する こと。

{3)情 報 処 理 サ ー ビ スの 実 施 な らび に コン サ ル テ ィン グ に

関 す る こ と 。

新規 学卒 者 お よび経 験者 の採 用 につ いて

昭和45年度新規学卒者の採用については,昨 年6月 一

般公募の結果150名 の応募者があ り,同 年7月 筆記試験

および面接試験を行ない18名の採用を内定,昭 和45年4

月1日 より全員就業 した。

また,本 年4月 プログラマーおよび事務職経験者の一

般公募を行ない,70名 の応募者があり,筆 記試験および

面接試験により選者の結果14名 の採用を内定した。
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最近 の報告書発行

米 国 お よび 欧 州 に お け る情 報処 理 の実 態

海 外 に お け る情 報 産 業 の動 向

デ ー ク コ ー ド標 準 化体 系調 査 報 告書

技 術 情 報 の 機 械 検 索 に つ い て の現 状

特 許 情 報 管 理 に 関 す る調 査

ソ フ トウ ェア体 系 と内 外 の アゾ リケ ー シ コン

米 国 に 方 け る ソ フ トウ ェ ア産 業の 動 向

フ ァク トリ トリーバ ル に 関 寸寸る理1論的/㍑劣ζ

特 許 情 報機 械 検 索 シス テ ムの 開 発 研 究

rl1堅企 業0)MIS構 造

プ ログ ラ ム登 録 集(第1編 アプ リケ ー シ ョン ・プ ログ ラ ム)

〃(第2編 ラ イブ ラ リー ・プ ログ ラム)

〃(第3編 シス テ ム ・プ ログ ラム)

プ ライバ シ ーの保 護

プ ログ ラム登 録 制 度 の 現 状 と今 後 の 課題

一 プ ログ ライ ブ ラ リーの 整 備一

■■"

一

分 類 番 号

44-ROO1

44-ROO2

44-ROO3

44-ROO4

44-ROO5

44-ROO6

44-R101

44-SOO1

44-SOO2

44-SOO3

案 内

44-ROO7

頒 布 価 格(一 般)賛 助 会 員

2,0001,600

1,3001,000

1,6001,300

1,5001,200

900700

未 定 未 定

900700

1,4001,100

1,200未 定

1,400900

在 庫 な し 在 庫 な し

1,5001,200

1,3001,000

600500

未 定 未 定

当 財 団 の 活 動 等 に つ い て の 問 合 先

当財団の活動について詳 しくお知 りにな りたい場合は,下 記あてご連絡 くだ さい。

当財団庶務的事項については 総務部庶務課(内 線470)

報告書第各種出版物の入手については 総務部庶務課(内 線470)

当財団の事業の内容については 総務部企画課(内 線477)

各種調査の内容については 総務部調査課(内 線442)

情報処理 シンポジウムについては 総務部調査課(内 線442)

万国博情報処理 システムについては 技術部技術課(内 線536)

プ ログ ラム登録およぶ各種標準化 については 技術部研究課(内 線478)

情報処理技術者の養成お よびスライドについては 技術部教育課(内 線475)

情報処理に関するコンサル ティングについては 開発本部管理課(内 線527)

シ ラテムお よびプ ・グ ラムの研究開発については…開発本部システム課 または開発課(内 線215)

4
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鍛 日本情報処理開発センター
東 京都 港区 芝公園21号 地1番5機 械振 興会館(〒 ユ05)

電 話 東京(03)434-8211(大 代 表)

JIPDECジ ャーナル

編集 ・広 報 委 員 会
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